


編　集　後　記

　鹿児島大学教育センター第13号は平成27年度の本センターの記録です。本センターの活動へご支援い
ただいた皆様、刊行にあたり原稿をお寄せいただいた皆様に心より御礼申し上げます。
　また、本号では鹿児島大学における地域志向教育を特集として取り上げました。本特集は、鹿児島大
学における地域志向教育のこれまでの取り組みを振り返り、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（COC
事業）」や「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+事業）」に採択された現状を検討した
上で、平成29年度の総合教育機構設置に合わせて新たに開始する「地域人材育成プラットフォーム」に
ついて採り上げています。
　教育センターでは平成28年度からスタートする新カリキュラムを円滑に実施するために、平成27年度
はカリキュラムの詳細について検討を進めてまいりました。今後も皆様のご理解とご協力をいただきな
がら、より良い共通教育のカリキュラムを構築していきたいと思っております。
　より一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

鹿児島大学教育センター年報編集委員
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Ⅰ　ごあいさつ

－ 1 －

　『進取の精神』を育むとともに、本学学生の学びにみられる諸課題の解決
をはかるために、新しい共通教育のカリキュラムと教育センターへの専任教
員の配置とを提案した「共通教育改革計画書（案）」が、平成27年３月の大
学運営会議において了承されました。平成27年度は、平成28年度から新カリ
キュラムを円滑に実施するために、カリキュラムの詳細について検討を進め
ました。また、教育センターへの専任教員の配置については、平成28年度10
名の新規採用をお認めいただきましたので、公募する科目と人数について検
討を進めました。
　新カリキュラムは、アドミッションセンターの報告書でも明らかとされた
ように、大学における学びには初年次教育の影響が大きいこと、地（知）の拠点を目指す本学では地域
について理解を深める必要のあることを踏まえ、カリキュラムの中核となる初年次教育科目として、「初
年次セミナー」と「大学と地域」を新規に開講することにしました。「初年次セミナー」は、理系学部
と文系学部とを混在させた少人数クラスで、アクティブラーニングを取り入れながら、本学学生の課題
である効果的に学習する技能やプレゼンテーション能力、レポート作成能力の育成に取り組む科目です。
大学における学びについては、この科目の果たす役割が大きいことから、教育センターの高等教育研究
開発部の教員と各学部の若手教員とによるWGで、テキストやマニュアルの作成に取り組んでいただき
ました。そして、合計62クラスのうち、全学の協力により52クラスを学部等で担当していただくことに
なりました。
　「大学と地域」については、COCセンターを中心に、検討を進めていただき、動物・畜産業、防災、医療、
エネルギー、農業、森林・林業、水産業、環境・島嶼、まちづくり・観光、まちおこし・教育という10
テーマを設定し、コーディネーターを中心に全学部と自治体との協力で行うことになりました。
　グローバル化する社会に対応するためのグローバル教育科目として、「英語」のほかに、新たに「異
文化理解入門」を開講することにしました。「英語」については、教育センターの専任教員と学部の英
語担当教員とでWGを設け、読む、書く、聞く、話すという４つの技能を統合するとともに、１年から
積み上げて実施する内容について検討を進めました。また、外部試験をG-TELPからGTEC CTEへと変
更することにしました。
　教養科目は、教養基礎科目と教養活用科目に大別し、教養基礎科目は人文社会科学分野と自然科学分
野に区分して、「初修外国語」を人文社会科学分野に位置づけました。また、教養活用科目は課題発見
をねらいとした「統合Ⅰ」と課題解決をねらいとした「統合Ⅱ」に区分しました。初年次教育科目を開
設したためか、平成28年度の教養科目は、前年度に開講された科目とほぼ同じになりましたが、今後、
自然科学分野の科目を増やしていくことが課題となっています。
　教育センターへ配置を認めていただいた10名の専任教員の採用については、教育センターはもとより
全学の教育改革について重要な役割を果たしている高等教育研究開発部１名、非常勤講師の依存率が高
かった英語４名、専任教員が不在であった初修語３名（中国語、韓国語、仏語）のほかに、教養科目と
して重要度の高い、人文社会科学科目１名（日本国憲法）と自然科学科目１名（統計学）とし公募を行
いました。
　以上のように具体的な検討を進めてきました新カリキュラムが、平成28年度からスタートします。こ
れも、ひとえに、全学の教職員の皆様のご理解とご協力によるものであり、心より感謝申し上げます。
新カリキュラムは、時間をかけて検討してまいりましたが、新たな試みが多数あるため、実施して初め
て修正すべき点が明らかになることもあるかと思われます。全学の先生方のご意見をいただきながら、
より良いカリキュラムを確立できましたら幸いです。ご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。

全学の支援による共通教育の改革

教育センター長　飯　干　　明
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　鹿児島大学教育センターは、大学での教育方法や授業方法の改善などについて研究・開発し提言を行
う高等教育研究開発部と、共通教育科目等に関して企画・実施をする共通教育企画実施部、外国語教育
の開発や提言を行う外国語教育推進部、大学院共通科目教育の企画・立案・実施を行う大学院共通科目・
特別コース推進部の４部で構成されており、鹿児島大学における教育の拠点として位置づけられていま
す。

教育センター
・高等教育の研究・開発・提言
・共通教育等の企画・立案・実施
・外国語教育の企画・提言・推進
・大学教育の全学的な連絡調達

高等教育研究開発部
・高等教育の教育方法及び教育支援等の研究開発
・ＦＤの研究開発、実施及び授業改善
・教育評価の研究開発及び自己点検・評価等

共通教育企画実施部
・共通教育等の調査・研究・開発
・共通教育等の授業の実施に係る具体的事項の企画・運営
・共通教育等と専門教育との連絡・調整等

外国語教育推進部
・共通教育等外国語教育の企画・立案・実施・外国語教育の改善・提言
・外国語教育の研究、カリキュラムの開発及び推進等

大学院共通科目・特別コース推進部
・大学院共通科目・特別コースの企画・立案
・大学院共通科目・特別コースの科目担当教員の資格
・大学院共通科目・特別コースの授業の計画・実施・運営等

各科目委員会
・授業科目の企画・立案・実施
・当該科目の時間割作成等

各運営委員会
・授業科目の企画・立案・実施
・当該科目の時間割作成等

Ⅰ　ごあいさつ

教育センターの組織

 



Ⅱ　特　　　　集

鹿児島大学における地域志向教育

　我が国では地域再生あるいは地方創生が大きな課題となってお
り、大学には「地域の知の拠点」、「地域活性化の拠点」としての役
割が強く期待されています。これまで行ってきたような産学官が連
携した研究活動の推進はもちろんのこと、大学での学びを通して地
域の課題を発見・解決するための能力を身に付け、地域活性化に貢
献できる人材を育成することが、大学（特に地方大学）のミッショ
ンの１つとなっています。
　今回の特集では、鹿児島大学における地域志向教育のこれまでの
取り組みを振り返り、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（COC
事業）」や「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋
事業）」に採択された現状を検討した上で、来年度の総合教育機構
設置に合わせて新たに開始する「地域人材育成プラットフォーム」
について採り上げています。
　本特集が、このプログラムの充実を起点としつつ、鹿児島大学に
おける地域志向教育の一層の充実を図っていくための一助となるこ
とを願っています。
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１．大学COCの胎動

　鹿児島大学は平成26年度の「地（知）の拠点整備事業」（以下、「COC事業」という）採択を受け、
地域志向教育の整備を進めている1。COC事業は、大学を地域の「知」の拠点として整備することを目
指した政策に基づくものであり、大学が自治体と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢
献を進める大学等を支援することで、課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる、地域コミュ
ニティの中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的としている。
　このような事業の実施までには、様々な機会を通じて大学による地域活性化への貢献を期待する方針
が示されてきた。例えば、2012年６月に文部科学省が示した「大学改革実行プラン～社会の変革のエン
ジンとなる大学づくり～」では、「大学COC（Center of Community）機能の強化について」との項目
が掲げられている2。ここでは、「大学等（短大・高専を含む）が、地域の課題を直視して解決にあたる
取組を支援し、大学の地域貢献に対する意識を高め、その教育研究機能の強化を図る。」ことが目標と
された。この機能強化のイメージを示したのが図１である。

図１　大学COC（Center of Community）機能強化イメージ
〔出典：文部科学省「大学改革実行プラン」2012年、p.12〕

　図１において注目すべきは、大学のCOC機能を教育活動の発展につなげることが強く期待されてい
る点である。課題解決で得た知見を研究に反映することを通じて学生の学修意欲を向上させることや、
現実的な課題解決に参画することが学生にとっては生の学習素材を得る機会となることについての言及
がなされている。地元企業が抱える課題について産学連携研究を通じて解決すること、あるいは地域住
民の生涯学習に対するニーズに対応することなどは、これまでにも大学が継続的に取り組んできた。し
かし、ここでは一歩踏み込み、学生が地域活性化や地域課題解決に関与すること、さらには卒業後に地
域社会の重要な担い手として活躍することを大学が積極的に支援することの重要性が指摘されている。
　こうした背景を受けて展開されたCOC活動の核となったのが教育改革である。COCの成果として最
も強く求められているのは、地域の課題を発見・認識し、主体的に解決に取り組むことのできる人材、

鹿児島大学における地域志向教育の沿革
―COC／COC＋事業採択までの経緯と成果―

高等教育研究開発部　伊藤奈賀子
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つまり「地域人材」の育成である。地域のニーズや資源を踏まえつつ、地域で活躍し得る人材を育成で
きるカリキュラムや教育環境を整備することが強く求められているのであり、この点で教育改革の必要
性・重要性が生じているのである。
　こうした状況を受け、鹿児島大学においても地域人材の育成を目指すものとしての地域志向教育の的
確な実現に向けた教育改革を進めている。なお、鹿児島大学としては、COC事業申請時に育成すべき
地域人材像を以下のように定義している。

　●　地域課題の解決に向けて果敢に立ち向かう行動力と地域貢献マインドを備えた人材
　●　地域課題を把握・分析し、その解決方法を導き、将来ビジョンを描ける人材
　●　�グローバルに通用する専門知と地域課題とをリンクさせて、科学的な知見に基づく多角的視点を

持った人材
（鹿児島大学　平成26年度「地（知）の拠点整備事業」申請書より抜粋）

　本稿の目的は、これまで鹿児島大学が行ってきた地域志向教育の概要と成果、そして、現在まで残さ
れてきた課題を明らかにすることにある。鹿児島大学が進めてきた地域志向教育の実現に向けた諸改革
の内容や成果、課題を振り返ることを通じて、現在の鹿児島大学が取り組んでいる教育改革の背景を明
確にし、より適切な地域志向教育の実現に向けた課題の整理を行う。

２．鹿児島大学における地域志向教育の展開と課題

　大学教育における地域志向教育は、2000年代以降、徐々に拡大した3。それ以前にも、行政やNPOによっ
て地域おこしの起爆剤として地域に対する理解を深めるための取り組みは行われていた。そうした流れ
の中、大学の社会貢献機能に対する社会的要請が高まり、共通教育科目や公開講座等の形で地域志向教
育が大学においても行われるようになった。これらは、基本的には単一の科目や活動として実現したも
のであり、ある目標の達成に向けた体系的な取り組みではない。地域住民や学生一般が地域の歴史や文
化、自然環境等といった地域の様々な特性・資源について理解を深めることそのものが大きな目的であ
り、そうした学びを経て地域おこしへの動機づけを図るものであったといえる。
　これに対して、地域人材育成を主たる目的の１つとして位置付け、地域に関連する教育内容を扱う学
部（以下、「地域関連学部」という）を設置する動きも見られた。1996年の高崎経済大学地域政策学部
に始まり、1997年に岐阜大学地域科学部、2001年に奈良県立大学地域創造学部、2004年には鳥取大学地
域学部が設置された。その後、2015年及び2016年に相次いで新学部が設置され、中でも国立大学におい
てはこの２年で６つの地域関連学部が設置された4。学部を設置しての教育とは、その学部に入学した
限られた学生に対して地域をキーワードとした体系的な学習の機会を提供し、最終的に地域で活躍でき
る地域人材の育成を目指すものである。先に述べた共通教育科目設置や公開講座が“広く浅く”地域に
関する学習を行う場であるとすれば、地域関連学部による教育は“狭く深く”あるいは“広く深く”を
意図するものであるといえる。
　こうした２種類の地域志向教育の流れの中、鹿児島大学がこれまで行ってきた取り組みは共通教育科
目としての科目設置であり、この点で前者に位置付けられる。鹿児島大学においては南方海域研究セン
ター（現・国際島嶼教育研究センター）開設後、「鹿児島探訪」シリーズ科目が次々と開講された。「鹿
児島探訪」は、同一科目名でありつつテーマをサブタイトルとして掲げる形で区別して開講されている。
テーマとしては鹿児島の文化や環境、産業等があり、現在でも５科目が引き続き開講されている。こう
した組織設置に伴う理由以外には、学生に母校に対する愛着を持たせ、鹿児島大学の学生としてのアイ
デンティティを培う必要性が認識されたことがある5。
　鹿児島大学における地域志向教育が発展的に展開したのは、平成18年度「特色ある大学教育支援プロ
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グラム（特色GP）」採択によるものである。「鹿児島の中に世界をみる教養科目群の構築」と題して実
施されたプログラムにおいて行われたのは、「鹿児島探訪」と地域体験活動を含む科目の増強である。
採択を受けた平成18年度後期には、「鹿児島探訪」６科目、地域体験活動を含む科目８科目を整備した。
これらの科目は現在に至るまで鹿児島大学の地域志向教育において中心的役割を果たしている。
　ただし、既にこの事業の外部評価において指摘されたとおり、この段階の地域志向教育には様々な課
題があった。中でも、以下の２点は非常に重要な指摘である。

　①　科目の体系化
　②　科目の運営体制

　①については、地域志向教育のみならず、共通教育全体についても同様の指摘を受けている。教育セ
ンターとして明確な方針を示し、それに基づき、体系的な学習を可能にするカリキュラムを構築するこ
との重要性が述べられた。共通教育の課題として、個々の教員の個人的認識に基づく科目が雑多に開講
されている状況がある。これでは科目間の連携は成立し得ず、体系的な学習は極めて困難である。共通
教育は専門教育とは異なり、１年次から４年次に至るまで継続的に学習を行うことはほとんどなく、多
くの学生は２年次までに共通教育科目の履修を終える。そのため、ここでいう体系的な学習とは、歳を
追っての学習というよりむしろ、育成すべき能力や学生自身の関心に基づく一貫した学習を意味してい
るといえる。この問題は、地域志向教育についてもあてはまる。「鹿児島探訪」や地域での体験活動を
含む科目が数多く開講されているもののいずれも選択科目であり、鹿児島大学として地域に対する理解
を深めることを重視するのであれば必修科目化するなどの措置を講ずる必要があると指摘された。
　この問題の背景にあるのは、共通教育についても地域志向教育についても、どのような目的に基づ
き、どのような目標を達成することを目指した教育を行うかという基本方針を明確に設置し、その方針
に沿った科目を開講、実施することの重要性である。2008年の中央教育審議会答申「学士課程教育の構
築に向けて」以降、大学は一貫して体系的カリキュラムの構築を求められてきた6。さらに、その後の
2012年の答申では、学習成果の可視化についても併せて求められた。他方、３つのポリシーの設定を通
じて大学としての学位授与やカリキュラム編成に関する基本方針を明らかにすることが必須となってい
ることからも、各々が行う教育の方向性や到達目標の明示に対する社会的要請が非常に高まっている。
特色GP採択時点では鹿児島大学においてまだこのような問題に対する認識は充分でなかったため、そ
の後に大きな課題として引き継がれることになったといえる。
　②に関しても同様に、最近まで解決しきれないまま継続されてきた課題である。特に共通教育は教員
のヴォランティアに頼って運営されてきた経緯があり、このような体制では責任ある教育の実現は困難
であると同時に、上述のような体系的教育を行うことも難しい。特に、地域志向教育については、地域
に関する知識内容の習得を目的とする場合と、地域に関する知識内容を素材として論理的思考力や科学
的リテラシーを養うことを目的とする場合とがある。両者はその目的を大きく異にしており、どちらか
一方に偏るべきものではない。さらに、共通教育に関しては、共通教育を通じて鹿児島大学の全学生に
対して行うべき教育という観点から内容を検討する必要がある。しかし、ヴォランティアに依存した運
営では、このような目的を明確にした地域志向教育を実現することは極めて困難である。
　こうしたことから、鹿児島大学における地域志向教育は、鹿児島大学における共通教育に関する課題
を象徴的に表していると見ることができる。教育研究評議会において2015年３月に策定された「共通教
育改革計画書」において指摘された共通教育の課題は以下の６点である7。このうち、①～⑤は地域志
向教育が抱える課題とも一致する。

　　①　共通教育カリキュラム全体としての目標が曖昧であり、各科目と目標との関係が不明確である。
　　②　開設科目数が多く、体系化されていない。
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　　③　専門教育との連関について充分に検討されていない。
　　④　�アクティヴ・ラーニングによる授業が少なく、知識の定着・確立を目的とした一般的なアクティ

ヴ・ラーニングから知識の活用を目的とした高次のアクティヴ・ラーニングへの展開がみられ
ない8。

　　⑤　科目の開設が担当教員に委ねられており、担当教員の定年退職後に廃止となる科目が多い9。
　　⑥　受講したい授業を履修登録できない学生が多い。

　以上を踏まえ、鹿児島大学における地域活性化の拠点としての役割を一層発展させ、地域志向教育を
より充実したものとするには、共通教育の改革の一環として地域志向教育改革を進める必要があるとの
認識に至った。こうした認識に基づいて計画された新たな地域志向教育の在り方について、以下に述べる。

３．共通教育改革に伴う地域志向教育の再編

　鹿児島大学において平成28年度から開始した新たな共通教育カリキュラムは、３つのプログラムから
成る。そのイメージを表したのが図２である。各プログラムの概要については、本年報前号において既
に述べられているため、そちらを参照されたい10。

図２　鹿児島大学共通教育カリキュラムのイメージ

　このうち、特に地域志向教育との関連が深いのは、「初年次教育プログラム」に新設された全学必修
科目である「大学と地域」と「教養教育プログラム」内の選択科目である。「大学と地域」については
本特集内の別稿に譲り、本稿では「教養教育プログラム」における地域志向教育に絞って述べる。
　「教養教育プログラム」の詳細は下表のとおりである。

4 
 

 

表　鹿児島大学 共通教育 教養教育プログラムの分類

大分類 中分類 小分類 地域志向科目数11

教養教育
プログラム

教養基礎科目
人文・社会科学分野 5
自然科学分野 1

教養活用科目
統合Ⅰ（課題発見） 5
統合Ⅱ（課題解決） 20

〔平成28年度『鹿児島大学 共通教育履修案内』をもとに筆者作成〕

〔筆者作成〕
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　この表から明らかであるように、地域志向科目の多くは「教養活用科目」の「統合Ⅱ」にかなりの偏
りが見られる。この科目分類は、科目担当者が選択したものであることから、地域課題の解決を意図し
た科目が多いことを示している。一方、このことは、地域人材の育成という鹿児島大学の大きな目的か
らすれば一定の意義が認められるといえよう。
　しかし、これらの科目は未だ一貫した方針に基づいて開講されたものではなく、既存の共通教育科目
のうち、地域と関連が深いと思われる科目を地域志向科目として認定したに過ぎない。そのため、いず
れの科目についても、鹿児島大学としての教育目標やディプロマ・ポリシー、共通教育全体としての目
標と合致したものとなっているかについては充分な検証が行われていない状況である。また、統合Ⅱと
いう小分類に極端に偏りがある一方、自然科学分野にはほとんど科目が開講されていないため、地域に
ついて多様な学問的見地から学んだ上で、そこで得た知識や獲得した能力を踏まえて地域課題の発見や
解決に取り組むことも困難である。つまり、先に述べた地域志向教育をめぐる課題については、未だ解
決の途上にあるといえる。
　「教養教育プログラム」は選択科目であるため、体系的な教育の実現は構造上困難な側面もある。こ
の問題の解決策として、長崎大学では、現代社会において課題とされているテーマに基づいて開講され
た授業科目群であるモジュールを１つの単位とみなし、学生は関心のあるモジュールを選択して履修す
ることによって、多面的なものの見方や考え方を習得すると同時に、一定の体系性を持った学習を可能
にすることを意図している12。鹿児島大学における共通教育改革においても、このような方式による共
通教育カリキュラムを一時検討したものの、最終的には科目分類は目的に応じて行うことに落ち着いた。
その一方、各科目分類に含まれる科目は既存の科目であるため、目的と確実に一致するものとはいいが
たい部分が残されている。2016年度は、共通教育の目標との相互関係をシラバスにおいて明記する形式
に変更しており、目標ごとの偏りを明らかにした。今後はこの偏りを是正すると同時に体系的な地域志
向教育の実現に向けて、適切な科目数での開港に向けた改革を一層進める必要がある。
　また、鹿児島大学における地域志向教育が抱えるもう１つの課題である運営体制の問題についても、
早急に改善を図る必要がある。地域に関連する課題を研究テーマとして扱う教員のヴォランティアによ
る運営では、安定的な地域志向教育運営は困難である。また、必ずしも共通教育として実現を目指す能
力育成の方針とも合致する保証はない。鹿児島大学としての地域志向教育に関する方針を明確にし、さ
らにはそれを体系的に学習できる仕組みを整えた上で、必要な教員を確保して運営を行うことが求めら
れる。既に、COC事業を推進する中で、「かごしま地域教育プログラム」（COC事業申請段階では「地
域志向一貫教育カリキュラム」と呼称）として一定の体系性を持った学習を行うための枠組みは構築さ
れていることから、今後はその中身を構成する科目を整備・精査し、必要に応じて教育内容や方法を変
更する予定である。

４．おわりに

　昨年度から今年度にかけて、複数の国立大学が地域志向教育を主軸とした学部を新設する中、鹿児島
大学は、2017年７月から法文学部に法経社会学科地域文化コースは設置するものの、学部新設は行わな
い選択をした。このことは、鹿児島大学として行う地域志向教育は、各学部の学問的専門性に基づく体
系的教育は今後も実施しつつ、それを活かすための基盤となる能力や地域理解度の育成を主軸とするも
のとなることを意味しており、その場となるのは共通教育である。どのような学問的専門性を持つとし
ても、地域に対して強い関心を持ち、地位社会の活性化や発展に貢献したいという意欲を持った学生が
地域志向教育を受け、実際に地域で活躍するための基礎的能力を育成するための体系的教育プログラム
の構築が大きな課題である。
　既にこれまでのCOC事業、そして、2015年度に採択された「地（知）の拠点大学による地方創生推
進事業（COC＋）」の取り組みを通じて、一定の体系性を持った地域志向教育プログラムの整備は進め
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られている13。今後はこれらの知見を活かしつつ、さらなる共通教育改革を進め、地域活性化の拠点と
しての鹿児島大学の役割を一層明らかにするためにも、実効的な地域志向教育の実現に向けた取り組み
を進める。

【註釈】
１　詳細については本特集の第２節、第３節も参照されたい。
２　文部科学省「大学改革実行プラン～社会の変革のエンジンとなる大学づくり～」2012年６月、p.14
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/06/__icsFiles/afieldfile/2012/06/05/1312798_01_3.pdf

（2016年９月20日最終アクセス）
３　廣瀬隆人「地域学・地元学の現状と展望―その分類学的考察―」東北芸術工科大学『東北学〔第２期〕』
2006年、pp.72-88
４　高知大学地域協働学部（2015年）、宇都宮大学地域デザイン科学部（2016年）、福井大学国際地域学
部（2016年）、愛媛大学社会共創学部（2016年）、佐賀大学芸術地域デザイン学部（2016年）、宮崎大学
地域資源創生学部（2016年）
５　根建心具「平成18年度特色GP『鹿児島の中に世界をみる教養科目群の構築』活動報告」『鹿児島大学
教育センター年報』第４号、pp.25-28
６　中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（答申）」http://www.mext.go.jp/component/b_
menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2008/12/26/1217067_001.pdf（2016年９月20日最終アクセス）
７　鹿児島大学「共通教育改革計画書」2015年
８　地域での体験を含む科目は外面的にはアクティブであるものの、その体験が意味するところや意義
について思考する等の内面的にアクティブな学習活動が必ず含まれているとは言えず、その点で、アク
ティブ・ラーニングによる授業であるとは言い切れない。
９　特に地域志向教育の場合、地域との連携活動が担当教員の個人的なつながりに依存する場合が少な
くなく、他の教員が科目を引き継ぐのが困難である。さらに、教員の定年退職後には当該地域とのつな
がりそのものも途絶えてしまう場合がある。
10　飯干明「鹿児島大学における共通教育の新たなカリキュラム改革について」『鹿児島大学教育センター
年報』第12号、2015年、pp.3-6
11　前後期複数開講科目は１科目として算出した。
12　長崎大学オフィシャルサイト「長崎大学の教育改革　モジュール方式による教育とは」
http://www.nagasaki-u.ac.jp/ja/innovation/change/module/mind/index.html（2016年９月20日最終ア
クセス）
13　詳細は本特集内別稿に譲る。
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教育研究』第７号、2016年、pp.135-141
●　鹿児島大学「共通教育改革計画書」2015年
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１．鹿児島大学のCOC ／ COC＋事業

　⑴　COC ／ COC＋事業とは
　我が国の大きな今日的課題の１つが地方創生であり、国立大学にもその一翼を担うことが期待されて
いる。これを実現するための政策が平成25年度・26年度の「地（知）の拠点整備事業（COC事業）」であり、
続く平成27年度の「知の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋事業）」である。
　COC事業は、大学が自治体と連携し、その大学が全学的に地域を志向した教育・研究・地域貢献を
進めることを支援することで、課題解決に資する様々な人材や情報・技術が集まる地域コミュニティの
中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的とするものである１。一方、COC＋事業は、大学
が地方公共団体や企業等と協働して、学生にとって魅力ある就職先の創出をするとともに、その地域が
求める人材を養成するために必要な教育カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援することで、
地方創生の中心となる「ひと」の地方への集積を目的とするものである２。地域の知の拠点を整備し、
地域に貢献できる人材の教育を全学的に実施できるようにするための政策がCOC事業、このCOC事業
で整備された地域の知の拠点による具体的な地方創生策として、養成された地域人材が地元に残って活
躍できるようにするための政策がCOC＋事業、といえるだろう。

　⑵　本学のCOC事業の概要
　鹿児島大学は平成25年度のCOC事業公募に応募したものの落選、26年度に「火山と島嶼を有する鹿
児島の地域再生プログラム」とのテーマを掲げて再チャレンジし、採択された。そのコンセプトは次の
３つにまとめることができる。①本学と鹿児島県及び県内自治体との組織間協働連携、②地域に貢献す
る国立総合大学として教育カリキュラムの構築と地域人材の養成、そして③生涯学習の場の充実と養成
した地域人材による持続的地域再生、である。これを実現するため、学内に「かごしまCOCセンター」
を設置された。
　かごしまCOCセンターには、地域課題に対応する形で「地域防災・医療部会」、「観光産業・国際部会」、

「エネルギー部会」、「農林畜産業部会」、「水産業部会」という５つの部会を置き、これに横串を通す形で「教
育部門」、「研究部門」、「社会貢献・生涯学習部門」の３部門が置かれている。上記の３つのコンセプト
のうち、教育に係るものは言うまでもなく②であり、その業務をかごしまCOCセンター教育部門が教
育センターと協力しながら担うこととなった。その中心的な取り組みが全学必修の地域志向科目である

「大学と地域」の開設であり、さらにこの「大学と地域」（２単位）を起点としつつ既存の共通教育科目
と専門教育科目を体系化した「地域志向一貫教育カリキュラム」（後に「かごしま地域教育プログラム」
と改称）の整備である。COC事業に採択が決まったのは平成26年の秋、筆者がかごしまCOCセンター
教育部門に着任したのが平成26年度の末頃であり、平成27年度は「大学と地域」のコンセプトや内容、
実施体制及び方法の検討、そして学内での周知と協力体制の構築を行った。併せて「地域志向一貫教育
カリキュラム」の実施に向けた準備にも着手した。
　具体的には、「大学と地域」については「単に地域を知ること」を目標とするのではなく、地域を教
材と捉え、この教材を活用しながら「大学で学ぶための基礎学力」としての論理的思考力や科学的リテ

鹿児島大学における地域志向教育の現状
―COC／COC＋事業採択を受けた実施状況―

かごしまCOCセンター　出口　英樹ⅰ

産学官連携推進センター　牧野　暁世ⅱ

ⅰ　かごしまCOCセンター（教育部門）特任准教授。１．及び２．を担当。
ⅱ　産学官連携推進センター（COC＋推進部門）特任助教。３．を担当。
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ラシー、課題発見・解決力の養成を目指すものとした（「大学と地域」の詳細については次項に詳説する）。
また、この「大学と地域」に続くものとして、COC事業採択以前から開講されていた地域を扱う共通教
育科目を「地域志向科目」、地域に関する各学部開講の専門教育科目を「地域関連科目」として指定し、
これらを学生の興味関心や所属学部に応じて履修する「地域志向一貫教育カリキュラム」を構想した。

図１　地域志向一貫教育カリキュラム（かごしま地域教育プログラム）

 

表１　地域志向科目の例

鹿児島探訪―文化― 焼酎 地域ブランドを学ぶ 鹿児島の地域に学ぶ

奄美の民族文化 島のしくみ シラス地域学 鹿児島の地理歴史

かごしまフィールドス
クール

有機農業Ⅰ　新しい食と
農のかたち

屋久島の環境文化Ⅰ―植
生―

いのちと地域を守る防災
学Ⅰ

表２　地域関連科目の例

科学技術と現代社
会（理学部）

法政策論
（法文学部）

生涯教育論
（教育学部）

都市計画
（工学部）

農業経営経済学
（農学部）

まちづくり論
（法文学部）

火山地質学
（理学部）

教職実践演習
（教育学部）

海岸防災工学
（工学部）

砂防学
（農学部）

かごしま水産学
（水産学部）

水産地域論
（水産学部）

患者と医療
（医学部）

チーム医療
（医学部）

獣医学概論
（共同獣医学部）

　⑶　本学のCOC＋事業の概要
　「大学と地域」及び「地域志向一貫教育プログラム」の準備に追われていた平成27年度に、COC＋事
業の公募と採択が行われた。本学は県内の他の７つの高等教育機関と連携して「食と観光で世界を魅了
する『かごしま』の地元定着促進プログラム」というテーマを掲げ、これに採択された。COC＋事業
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では体系的な教育プログラムを構築し、その履修人数を確定し、さらには事業期間終了時（平成31年度
末）における卒業生の地元就職率を原則として平成26年度比で10パーセント向上させることが求められ
ている。本学は、総必要単位数20単位で構成される「かごしまキャリア教育プログラム」を構想し、そ
の受講生を160名と定めた３。また、県内への就職率については鹿児島大学を含む８機関で7.5％増、本
学単独で10.5％増という目標を設定した。さらに、COC＋事業を担当する部署として、既存の産学官連
携推進センターにCOC＋推進部門が設けられた４。
　「かごしまキャリア教育プログラム」を構成する科目群は以下の通りである。まず、全学必修科目の「大
学と地域」（２単位）を後述の「地域マインド科目」群のコア科目として位置付け、本プログラムとし
ても必修とした。次に、本プログラムの必修科目である新設の共通教育科目「地域就業キャリアデザイン」

（２単位）、「地域就業インターンシップ」（２単位）、その事前事後指導である「地域キャリア実践演習」
（２単位）と「地域キャリア修了演習」（２単位）を設定した。また、上記の「地域志向一貫教育カリキュ
ラム」における「地域志向科目」を読み替えて「地域マインド科目」群（計６単位）とし、さらには「就
業」というキーワードに合致する共通教育科目の一部と「地域関連科目」を含む専門教育科目の一部を

「地域就業力科目」群（計６単位）とした（「地域就業力科目」群のコア科目は平成28年度に新設し、本
プログラムの必修科目とする予定である）。
　なお、「かごしまキャリア教育プログラム」という名称を受けて、「地域志向一貫教育カリキュラム」
を「かごしま地域教育プログラム」という名称に改めた。その意図は、上記のようにインターンシップ
を含む20単位という比較的リジッド（厳格）な「かごしまキャリア教育プログラム」とは別に、必要単
位数が厳密に規定されているわけでも就業という視点が強調されているわけでもなく、地元に関心を
持った学生が気軽に受講できるややルーズなものとして「かごしま地域教育プログラム」を並列させる
ことで、学生の幅広いニーズに応える、というものであった５。

図２　かごしまキャリア教育プログラム
 

 

　なお、この両プログラムがそれぞれCOC事業（かごしまCOCセンター）、COC＋事業（産学官連携推
進センター COC＋推進部門）と１対１で対応するわけではない。この両プログラムは飽くまで全学的
な取り組みであり、これを２つの組織が支えるのが理想的であると考えている。次節に示すように、本
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学では平成29年度に「総合教育機構」の設置を計画している。この機構において展開が予定されている
学部横断型の「地域人材育成プラットフォーム」は、この考えを発展させたものである。

２．鹿児島大学の地域志向教育の核としての「大学と地域」

　⑴　「大学と地域」のコンセプトと目標
　鹿児島大学がCOC事業に採択された時点で、地域志向の全学必修科目を平成28年度から開講すると
いうことと、その名称を「大学と地域」とすることは決まっていたが、扱う内容や教育目標、あるいは
その実施方法などについては充分な検討が行われていたわけではなかった。そこで、平成27年度に教育
センター長の下に筆者を座長とする「『大学と地域』検討ワーキング・グループ」が置かれ、具体的な
検討が行われた。
　まず、ワーキング・グループにおいて、この授業は全学必修科目であるため、本学のDP（Diploma 
Policy＝学位授与基準）から意義付けや説明が可能な授業科目とする、というコンセプトが共有された。
地域志向科目というと、とかく「コンテンツとして地域のことを扱う授業」、場合によっては「（大学外
の）地域で活躍する人材を講師に招いて行う授業」という側面が強調される。しかし、そのような「コ
ンテンツを身に着けること」を目指す授業では、「地域のことを知っているかどうか」で成績評価が行
われることになり、それは言い換えれば「地域のことを知らなければ不合格」という帰結を生みかねな
い。この授業は全学必修科目であるので、本授業の不合格はすなわち「卒業できないこと」を意味する。
だが、本学のDPは「地域に関する知識があること」を要求していない。つまり、地域に関する情報コ
ンテンツを把握するだけの授業は全学必修科目としてはふさわしくない、ということになる。
　そこで、本授業の教育目標を「大学で学ぶための論理的思考力」や「科学的リテラシー」そして「課
題発見・解決能力」を身に着けることとし、少なくともその基礎について習得することをゴールとして
設定した。そして、それを実現するための教材として「地域」を活用することとした。すなわち、「地域」
を目的とするのではなく、「手段」として捉えたわけである。また、学生に「地域」の魅力を声高に伝
えるより、「地域」を題材として自ら考えるような授業の方が、むしろ学生の地域マインドを涵養する
ことにつながるのではないか、との信念もあった。

　⑵　「大学と地域」の内容と実施方法及び成績評価
　ワーキング・グループでは、授業のコンセプトと目標を踏まえ、その具体的な内容と方法の検討も行
われた。本学の新入生は約2000名であり、その全員に対しコンセプトと目標が保証されるような内容と
はどのようなものか。クラス・サイズはどの程度が妥当か。あるいは、クラスごとの差異を可能な限り
排除して共通性や等価値性をどう担保するか。さらには、どのような成績評価が考えられるか。
　当初は授業形態として単純なオムニバス形式が提案された。「大学と地域」という授業名を内容に忠
実に反映させ、本学の９学部それぞれが地域と連携して行っている取り組みを、当該学部から選出され
た教員が持ち回りで紹介する、というものである。しかし、この形であれば共通性や等価値性は担保可
能であるが、大学で学ぶための基礎学力を培うという目標からは乖離する。
　そこで、議論の末に以下のような結論となった。まず、１クラスの人数を100名程度とし、１クラス
に１テーマを振り分けて、10のテーマを設定する（すなわち10クラスを作る）。学生は10のテーマから
受講したいテーマのクラスを選択する。この10クラスを前期と後期に各々開講し（すなわち合計20クラ
スができる）、2000名全員を受講させる。10テーマのうち８つのテーマは、かごしまCOCセンターを構
成する先述の５つの部会、すなわち「地域防災・医療」、「観光産業・国際」、「エネルギー」、「農林畜産
業」、「水産業」を踏まえ、「防災」、「医療」、「まちづくり・観光」、「エネルギー」、「農業」、「森林・林業」、

「動物・畜産業」、「水産業」とした。残り２つのテーマは、本学の重点研究領域や人的資源を鑑み、「島
嶼・環境」、「まちおこし・教育」とされた（図３は各クラスを紹介するパンフレットである）。
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図３　「大学と地域」パンフレット

 

 
4  

　各クラスは責任教員たる「コーディネーター」（原則として１クラスに１名）と、テーマ講義（のみ）
を行う「話題提供者」（１クラスに複数名）が担当する。授業全体をコントロールし成績評価を行うの
はコーディネーターの役割であり、全員が学内専任教員（主としてかごしまCOCセンター５部会より
選出）またはかごしまCOCセンター特任教員である。話題提供者はクラスのテーマに応じて、学内教
員や地元の自治体職員などが地域に関連する研究成果や実務の紹介、情報提供を行う。
　半期15回の授業（図４）のうち、冒頭の３回はコーディネーターが担当し、全クラス同じ内容とする
ことで共通性を確保する。すなわち、本授業の狙いを示すオリエンテーション、学長による講話（ビデ
オ教材）、大学と地域の関わり（各学部と地域の連携による取り組みを照会するビデオ教材）である６。
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４回目から８回目（Ａパート）と10回目から14回目（Ｂパート）は話題提供者からのレクチャーであり、
その内容はクラスによって異なる。そして、９回目と15回目にそれぞれ「中間まとめ①」と「中間まと
め②」を設定し、前者はＡパートについて、後者はＢパートについて、コーディネーターが学生に振り
返りを行わせて「中間レポート」を作成させる。この中間レポートも、各クラスで扱われた話題の内容
をダイレクトに問うものではなく、話題に含まれる要点や課題などを考えさせる共通の出題形式（フォー
マット）を採用している。例えば、「防災」クラスでは地域の地震防災、「まちおこし・教育」クラスで
は鹿児島の離島の教育という異なる内容について、共通して「要点抽出（課題発見）」、「要点抽出の理由」、

「対策の案出」を問うものである。

回数 内容 主たる担当者 学生の活動等

第１回 オリエンテーション、学長講話

コーディネーター
講義の兆候
映像資料の試聴

（全クラス共通の内容）
第２回 大学と地域の関わり①

第３回 大学と地域の関わり②

第４回

テーマ講義（Ａパート）
（話題提供者による話題提供） 話題提供者 テーマ講義の聴講

（クラス毎に異なる内容）

第５回

第６回

第７回

第８回

第９回 まとめ①（Ａパートまとめ） コーディネーター 中間レポート①の作成

第10回

テーマ講義（Ｂパート）
（話題提供者による話題提供） 話題提供者 テーマ講義の聴講

（クラス毎に異なる内容）

第11回

第12回

第13回

第14回

第15回 まとめ②（Ｂパートまとめ） コーディネーター 中間レポート①の作成

図４　「大学と地域」半期15回の授業進行表

　最後に、出題形式だけではなく内容まで全クラス共通とした最終レポート（60点満点）を課し、中間
レポート（20点満点×２回）と合計して、成績評価を行う。なお、平成28年度前期の最終レポートは、
鹿児島（奄美大島及び鹿児島市内）の伝統産業である大島紬を扱った２本の新聞記事についての「要点
抽出（課題発見）」、「要点抽出の理由」、「対策の案出」そして「案出した対策の妥当性」を問うものであった。
　以上のような２本の中間レポートと１本の最終レポートが、本科目の成績評価の対象である。全10ク
ラスにおける評価を可能な限り公平にするため、また学生に対する説明責任を果たすため、レポート評
価のためのルーブリックを準備した（表３）。
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　⑶　「大学と地域」の実施体制
　本学では平成28年度から共通教育改革を行い、新たに「初年次セミナー」と「異文化理解」そしてこ
の「大学と地域」が全学必修科目として設定された７。このうち「初年次セミナー」については、半期
に同一科目名・同一内容で62クラス開講する必要性から、各学部の教員（職階が講師以上の者）の人数
に応じて担当教員数を按分する「全学支援体制」においてこれを実施している８。
　一方、「大学と地域」についてはそのような体制が構築できているわけではない。上記のような形で
クラスが設けられたことから、コーディネーターはかごしまCOCセンターの５部会から選出され、当
該部会と関連するクラスのコーディネーターを担当することとなった（例えば「地域防災部会」の会長
が「防災」クラスのコーディネーターを担当している）。他に、かごしまCOCセンターのセンター長と
特任教員３名、加えて従来より離島医療教育に携わっていた医学部の教員がコーディネーターの任に当

表３　「大学と地域」 ルーブリック

項目／評価基準 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

課題の概要
（最終のみ）

要点を全て押さえた
上で、内容が論理的
に記述できている。

要点は概ね押さえら
れており、内容にも
一貫性が認められる。

要点はいくつか示さ
れているが不充分で
あり、内容も分かり
にくい。

要点が把握できてお
らず、要約になって
いない。

課題の解決策
（中間・最終）

課題内容に的確に対
応し、実施可能な解
決策が示されている。

課題内容に対応した
解決策が、ある程度
の具体性を持って示
されている。

解決策は示されてい
るものの、実行に移
すのは困難である。

全く課題を解決でき
るものではない。

解決策を妥当とす
る理由

（中間・最終）

妥当性が論理的に説
明されている。

妥当性がある程度説
明できている。

妥当性を説明してい
るものの、論理的と
は言えない。

解決策の妥当性を全
く説明できていない。

解決に伴って生じ
る課題とその対応
策

（最終のみ）

生じ得る課題を把握
した上で、その解決
策を提示できている。

生じ得る課題をある
程度認識しており、
その解決策について
も検討している。

生じ得る課題を充分
考慮できておらず、
解決策の検討にまで
及んでいない。

課題が生じ得ること
を認識できていない。

写真１　「大学と地域」授業の様子
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たっている。また、話題提供者については、かごしまCOCセンターが学内公募した「地域志向教育研
究経費」に採択された学内専任教員の他、必ずしも同経費を受給しているわけではないが自発的に本科
目に関わる意思のある教員、そしてかごしまCOCセンターの連携自治体（鹿児島県、鹿児島市、薩摩
川内市、与論町）などの職員によって担われている。
　だが、このような実施方法では、安定的に授業を展開することは困難である。平成29年度以降、次節
に述べる総合教育機構の設置と地域人材育成プラットフォームの開設に合わせ、本科目についても持続
可能な形で全学的な実施体制を構築することが急務である。

３．地域創生に資する人材育成を目指す「地域キャリアデザイン」

　⑴　「地域就業キャリアデザイン」のコンセプトと目標
　「地域就業キャリアデザイン」は「かごしまキャリア教育プログラム」の言わばファースト・ステッ
プとして平成28年度に初めて開講した。この授業では、学士としての論理的・科学的思考力、課題発見・
解決能力などの汎用的能力、国際化に対応した異文化理解力・語学力に加え、新たにキャリアデザイン
の視点を元に「地域マインド」や「地域就業力」、そして「実行力」、「判断・認識力」、「調整力」を備
えた学生を育成することを目指している。
　「地域マインド」とは、地域の歴史、文化、社会、自然、産業などの特徴、地域課題などについて理解し、
地域が有する潜在的な可能性や魅力について多角的に分析・評価しつつ、地域のために貢献したいといっ
た意識や態度を意味する。また、「地域就業力」とは、地域の人々との接し方などの対人スキルとともに、
時代の変化や社会状況および地域社会の諸資源に対する高い関心と企業等の組織活動全体を俯瞰する視
点を持ち、スタッフをまとめ作業全体を調整・コントロールする能力、将来の可能性に対するチャレン
ジ精神、企画立案・課題解決能力などを有し組織の活性化および地域の活性化に貢献できる力を意味す
る。「実行力」とは、目標とすべき物事を実現するために計画を立て、実際の選択行動等で粘り強く実
行していく力である。「判断・認識力」とは、様々な情報を収集・探索するとともに、必要な情報を選択・
活用する力や情報・知識を複眼的、論理的に分析できる力のことである。「調整力」とは、他者と意思
疎通を図り、協調性を持って自己表現する力や、自らの思考や感情を律し、自己と他者の主張の調整や
調和を図る力を意味する。
　「地域就業キャリアデザイン」は、これらを養うためのスタートアップの学びであり、多角的な視点

写真２　「地域就業キャリアデザイン」の授業の様子
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から鹿児島の地域社会について理解するとともに、自己の能力や価値観、将来への期待などについて自
己認識を深め、鹿児島県で就業し生活していくことを前提としたキャリアデザインについて構想する授
業を目標としている。

　⑵　「地域就業キャリアデザイン」の内容と評価方法
　「地域就業キャリアデザイン」の内容は、「地域」、「就業」、「自己」を主な学びの三本柱として構築さ
れている。地域の学びとは、鹿児島の産業や企業といった地域全体に関する現状の把握と課題の発見を
意味する。就業の学びとは、鹿児島での就業に関する調査・研究の技法の修得を意味する。自己の学び
とは、自己認識の把握を意味する。各授業では、この３つの学びについて回を重ねるごとに深化してい
くように構成されている。表４に各回の授業流れと内容の概要を記す。
　この授業は、複数のクラスに分かれ、同時開講される。そのため、クラス間の授業の等質性を確保す
る手立てを整えるために定期的にCOC＋教育関係教員が集まって教育目標や情報の共有を行うととも
に、共通の授業実施手順書（マニュアル）及びルーブリック、学生が取り組むワークシート、教材など
を作成し、活用することとした。この授業のルーブリックは、実行力、判断・認識力、調整力について
の達成度を四段階（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）で設定した（表５）。これはグループ発表やキャリアデザインレポー
ト等の評価に用いるほか、評価前にあらかじめ学生に提示することにより、学生が目標を自覚して主体
的な学修を行うことを意図している。また、授業効果と教育プログラム効果を測定するため、授業開講
時と終了時点において受講生に対して就業意向調査を行うこととした。これらにより教育の質保証に向
けた基盤を整えるとともに、地域就業キャリアデザインにおけるPDCA体制を整えた。

　⑶　進化する「地域就業キャリアデザイン」
　学卒者の地元定着を促進するためには、鹿児島の魅力を理解し、その価値を高めていく必要がある。「地
域で活躍すること」は、「地域でしか活躍できないこと」を意味するのではない。むしろ、「どこでも活
躍できるけれど、魅力ある鹿児島でこそ、自分の力を活かしたい」という思いを実現することが、この
授業の狙いである。そのためには鹿児島県を学修の素材として、地域の現状や潜在的な可能性、地元企
業の優れた点、将来展望などを、学生、大学、地域全体で情報共有を行い、相互の理解を深めつつ、「学
びの実質化」に向けた授業として進化させていく必要があろう。
　平成28年度は、自治体や企業等、地域で活躍する卒業生、就職先が内定した４年生などの積極的な参
加を仰ぎ、授業が多様な人との交流の場となることを重視しつつ、試行錯誤しながら実施している。
また、授業開講に先駆けて実施したワークショップ等で得られた要望を取り入れ、実践を踏まえたPBL

（Project ／ Problem -Based Learning）等のアクティブ・ラーニングの採用や学生と協働した教材開発
もすすめている。併せて、学内の就職支援センターとも密に情報共有を図り、最新の地元企業情報など
の提供を行っている。
　このような多様な交流や経験の機会を受講生に提供することにより、企業や社会についてのリアルで
タイムリーな情報取得を可能にし、学生の現実感覚を磨くことに繋がるものと思われる。また、多様な
学外の参加者からの視点によって、授業の改善も期待されよう。さらに、学生のニーズを企業等に理解
してもらうことで、雇用や求人の際の参考になることも期待される。
　「地域就業キャリアデザイン」は、本学にとって新しい試みであり、チャレンジである。魅力ある鹿
児島でこそ、自分の力を活かしたいという次世代を担う学生を育てていくため、今後も、学生、大学、
地域が一体となった「オールかごしま」による進化を続けることを目指したいと考えている。
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表４　「地域就業キャリアデザイン」の主な流れ

回数 テーマ 目標 主な内容 地域 就業 自己

第１回 「今の自分を知ろう」

①かごしまキャリア教育プ
ログラムの全体像について
の理解、②地域就業キャリ
アデザインの目標や進め方
の理解、③自己理解

かごしまキャリア教育プロ
グラムの全体の構想や授業
について理解した後、現時
点での自己理解および就業
意識について明らかにする

○ ○ ○

第２回
「鹿児島の現状や地
域の取り組みにつ
いて知ろう１」

①鹿児島の特徴や地域資源
の魅力についての包括的な
理解、②鹿児島でのワーク
ライフバランスを支える行
政の取組についての理解、
③鹿児島でのライフスタイ
ルのあり方についてイメー
ジする

鹿児島県から指導助言者を
招聘し、鹿児島県の地域特
性を生かした産業振興や企
業展開の可能性、仕事や生
活を支える行政の取組など
について紹介していただく

◎ ○

第３回
「鹿児島の現状や地
域の取り組みにつ
いて知ろう２」

①鹿児島の企業の特徴につ
いての包括的な理解、②鹿
児島の資源を生かしたユ
ニークな企業活動について
の理解、③鹿児島における
就業のあり方についてイ
メージする

金融機関から指導助言者を
招聘し、鹿児島の産業構造
や地域特性を生かした企業
展開や企業の特色ある取組
事例などについて紹介して
いただく

◎ ○

第４回 「就職に向けた企業
調査の方法」

①企業情報の基本について
の理解、②企業（法人）の
概要と社会の関係について
の理解、③上場企業の情報
収集についての理解

企業情報の読み取り方を学
び、企業と個人、社会と企
業、そして社会と企業と個
人の関係を相対的に捉える
ための力を養う

○ ◎

第５回 「企業情報の収集方
法」

①企業情報の収集方法の理
解、②情報源の精査、③得
られた情報の統合

第４回を踏まえ、得られた
企業情報の報告と解説をク
ラス内で行う

○ ◎

第６回
「企業調査（インタ
ビュー）のための
質問設定」

①ポイントを押さえた質問
を作る力の醸成、②質問と
コミュニケーションのあり
方についての理解、③模擬
インタビューのための質問
事項の検討

インタビューに向けた質問
作成トレーニングをグルー
プで行う

○ ◎

第７回 「模擬インタビュー」

①実践インタビューへの姿
勢の検討、②適確な回答を
得るための質問の決定

ロールプレイによる模擬イ
ンタビューを行い、社会人
への実践インタビューの準
備を行う

○ ◎

第８回 「実践インタビュー」

①社会人への質問実施と的
確な回答の獲得

企業等から指導助言者を派
遣してもらい、グループに
参加してインタビューを行
う

◎ ◎

第９回 「企業調査（インタ
ビュー）の成果報告」

①企業調査で得られた情報
の発表

第８回の成果について、グ
ループ報告を行い、クラス
で共有する。また、これま
での授業を踏まえ、「10年
後の働き方」について小論
文形式で自分の考えをまと
める

○ ○ ○
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回数 テーマ 目標 主な内容 地域 就業 自己

第10回 「キャリアデザイ
ンって何だろう」

①キャリアについての理
解、②キャリアデザインの
手法についての理解、③
キャリア支援機関の理解

キャリアについての基礎的
知識を身に付け、自身の
キャリアデザインを行うた
めの様々な手法を学ぶとと
もに、身近な相談窓口とし
ての就職支援センターに出
向き、キャリアデザインへ
の理解を深める

◎

第11回
「これからすべき学
習と具体的な職業
について考えよう」

①自己分析のための手法と
利用方法の理解、②他者か
ら見た自分の理解、③自己
分析

自己分析の手法についての
基礎的知識を身に付けると
ともに、グループワークに
より他者から見た自分を知
り、自己を客観的に分析す
る

◎

第12回 「就業に必要な能力
とは？」

①自己のキャリアに必要な
能力の理解、②能力獲得の
ための計画立案

鹿児島県の企業が求める人
材や能力などについて振り
返りながら、グループディ
スカッションにより自己の
キャリアに必要な具体的な
能力などを明らかにする。
それを踏まえ、最終課題で
あるキャリアデザインレ
ポートの作成を行う

○ ◎

第13回
「キャリアデザイン
の方法についての
発表」

①自分のキャリアデザイン
の方法についての発表、②
他者の発表を通じた多様な
働き方の理解

現時点でのキャリアデザイ
ンの方法についての発表を
行うとともに、他者の発表
を聞き、多様な働き方につ
いての理解を深める

○ ○ ○

第14回 「情報交換会」

①学校生活におけるキャリ
アデザインの理解

就職先内定者に学生生活の
有意義な過ごし方や就職活
動についての経験を語って
もらい、意見交換を行うこ
とで等身大のキャリアデザ
インについての理解を深め
る

○ ◎

第15回 「全体のまとめ」

①地域就業に向けたキャリ
アデザインの総合的理解

これまでの学びを振り返り、
現時点での地域と自らの生
き方を考え、地域就業のた
めの情報収集の方法論を修
得し、現時点での学びを未
来に活かすことを目指す

○ ○ ○

表５　「地域就業キャリアデザイン」ルーブリック

項目／評価基準 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

実行力
〇実践
◆計画実行力

能力形成に必要な活
動を主体的に実行
し、自身のキャリア
を精緻かつ実現可能
性のある形で時間的
展望によるデザイン
ができる。

能力形成に必要な活
動に取り組み、自身
のキャリアについて
時間的展望によるデ
ザインができる。

与えられた学習を行
い、自身のキャリア
をイメージできる。

自身のキャリアを描
けない。
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【註釈】
１　文部科学省の公式ウェブサイトにおけるCOC事業の説明

〔http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1332647.htm〕（2016年10月10日最終アクセス）
を参照。
２　文部科学省の公式ウェブサイトにおけるCOC＋事業の説明

〔http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/1362179.htm〕（2016年10月10日最終アクセス）
を参照。
３　COC＋事業への応募時（文部科学省への申請時）には150名としていたが、採択時に付された「受講
者数を速やかに増員すること」という留意事項を受けて、平成28年度のプログラムスタート時にまずは
160名を定員とすることとした。
４　すなわち、本学ではCOC事業の担当部署とCOC＋事業の担当部署が別組織となっている。これは、
両事業の補助金について相互乗り入れが禁止されていることを受けての措置であったが、その妥当性に
ついては検証すべきものと考える。
５　地域志向教育のプログラムに「カリキュラム」という語を使いたくない、という判断もあった。
６　これにより、初回の授業を受けた後に履修登録の変更を行って別のクラスを履修することも可能と
なる。
７　これらに加え「異文化理解」も平成28年度から全学必修となっているが、本稿においてはこの科目
については言及しない。なお、「異文化理解」は現状では教育センターの語学担当教員を中心に授業が
実施されている。
８　本学では平成27年度より教員は学部等に所属するのではなく、学域・学系で構成される学術研究院
に所属することとなっている。しかし、学域は基本的に学部（または大学院研究科）に対応する形で設
けられており、「初年次セミナー」の担当教員も事実上は「学部の教員数に応じて案分した」という状
態である。

項目／評価基準 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

判断・認識力
〇情報収集・精査・
統合
◆情報収集力
◆分析力

与えられた情報に加
え、さらに必要な情
報を追加した上で、
目的に応じて精査・
分析・統合し、しか
るべき判断（情報の
意味付け＝解釈）を
下すことができる。

与えられた情報を目
的に応じて精査・分
析・統合し、判断（情
報の意味付け＝解
釈）材料とすること
ができる。

与えられた情報を集
積し、必要性に基づ
き精査できる。

与えられた情報は集
積できるが、それを
精査・統合すること
が困難である。

調整力
〇他者との協働
〇自己理解
◆コミュニケー
ション力
◆自己管理力
◆対人調整力

自身の特性を多角的
（かつ正確）な視点
からポジティヴに理
解した上で、他者の
価値観を尊重した的
確で双方向のコミュ
ニケーション方法を
選択、実践できる。

自身の特性を一定程
度理解した上で、他
者の価値観に配慮し
つつ意義のある的確
で双方向のコミュニ
ケーションができる。

自身と他者の特性を
踏 ま え て コ ミ ュ ニ
ケーションができる。

自身についての把握
が不充分であり、か
つ、他者とのコミュ
ニケーションが困難
である。

〇共通教育科目としての「地域就業キャリアデザイン」の目標
◆「かごしまキャリア教育プログラム」の能力要件のうち、「地域就業キャリアデザイン」で扱う能力
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１．全学的ビジョンと地域志向教育

　鹿児島大学は、平成 28 年度から始まる第３期中期目標期間のビジョンを「南九州及び南西諸島域の
地域活性化の中核的拠点」としており、地域との連携をより深め、地域の知の拠点としての役割を果た
すこととしている。中でも重要なのが地域人材の育成である。ここでの「地域人材」とは、地域社会のニー
ズに応じられる専門性と汎用的能力を備えた上で、グローバルな観点から地域課題について考え、解決
に取り組むことのできる「学士」を意味している。すなわち、「学士」たる「地域人材」を養成する「組織」
と「カリキュラム」、そしてそれを実質化する「教育実践」が鹿児島大学に求められていることになる。
　これを受けて、鹿児島大学は平成 29 年度に全学的な教育の司令塔と共通教育の責任主体を担う「総
合教育機構」を設置する。この機構には「高等教育研究開発センター」、「共通教育センター」、「アドミッ
ションセンター」そして「グローバルセンター」が内包される予定である。「共通教育センター」を中
心として全ての学部の学生が受講する共通教育を実施するのは勿論のこと、学部専門教育の質保証、ディ
シプリンの枠を超えた学部横断型の取り組みや高大連携など、鹿児島大学の教育全体の維持発展に寄与
する組織であるといえる。
　そして、この総合教育機構を責任主体として全学的な学部横断型の「地域人材育成プラットフォーム

（仮）」（以下、「プラットフォーム」という）を開設する。これは、県内で地域活性化に貢献できる人材
を輩出するための具体的な場であり、また、鹿児島大学における地域志向教育の核になることが期待さ
れている。
　本稿では、このプラットフォームの概要と、来年度以降の鹿児島大学における地域志向教育の展望に
ついて述べたい。

２．体系的な地域志向教育の必要性

　現在の大学教育に求められている課題は数多くあるが、最も重要なものとして、体系的なカリキュラ
ム構築とそれに基づく教育の実現、そして、その成果の可視化が挙げられよう。学士課程における体系
的なカリキュラム構築の必要性が指摘される契機となったのは、2008 年に示された中央教育審議会答
申である１。
　戦後における我が国の大学教育は、専門教育と一般教育という性質の異なる課程を組み合わせて学士
課程のカリキュラムを構成してきた。特に、大学設置基準の大綱化以降、それまでの二層に分かれたカ
リキュラムから、専門教育が初年次から徐々に開始されるようになると同時に高年次の学生が一般教育
を受講することも可能ないわゆる「くさび形」カリキュラムへと移行した。これにより、専門教育も一
般教育も、入学から卒業までの期間一貫して行うことが可能になった。にもかかわらず、今もってなお
体系的カリキュラムの構築が大学教育の大きな課題とされるのは、専門教育と一般教育との間の融合が
不充分であり、学士課程全体として一貫したカリキュラムが構築できていないためである。

鹿児島大学における地域志向教育の展望
―COC／COC＋事業終了後を見据えた全学的展開―

教育センター長　飯干　　明ⅰ

高等教育研究開発部　伊藤奈賀子ⅱ

かごしま COC センター　 出口　英樹ⅲ

ⅰ　教育センター長。１．及び５．を担当。
ⅱ　教育センター（高等教育研究開発部）准教授。２．を担当。
ⅲ　かごしまCOCセンター（教育部門）特任准教授。３．及び４．を担当。
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　体系的なカリキュラムの構築とは、大きくいえば、学問体系に基づき学士等の学位取得に至る学びの
プロセスを可視化することを意味する。そのために、３つのポリシーの再検討、ツールとしてのナンバ
リングやカリキュラム・マップの整備が各大学において進められている。３つのポリシーを明確に定め
ることにより、どのような方針に基づいて受験生を受け入れ、最終的にどのような人材に育成して社会
に輩出しようとしているのか、その目標達成に向けてどのように教育を行おうとしているのかを示すこ
とで、当該大学が行う教育の基本的な枠組みが可視化される。ナンバリングからは科目間の順次性や連
携、カリキュラム・マップからは学びのプロセスがそれぞれ明らかにされるため、カリキュラムを可視
化し、体系性を検証するためのツールとして機能している。
　こうした流れの一方、「学びの経験の履歴」２とも定義されるカリキュラムという概念は、必ずしも教
育課程のみではなく、課外での様々な活動をも含めた包括的な学習経験全体を表すものと考えられるよ
うになっている。大学がカリキュラム・マップ等のツールを用いて可視化できるのはその一部に過ぎず、
学生の学び全てを可視化することは極めて困難である。それでも、教育課程の可視化により、科目間の
関係や目標に至る体系性が明らかになるため、最低限の「学びの経験の履歴」を可視化することは可能
になるといえる。
　しかし、我が国の大学教育においてこうした課題の重要性が認識されるようになったのはこの数年の
ことであり、それ以前には、学生の多様な関心に対応すべく多様な科目を準備すべきであるとの考えに
基づき、体系性や順次性に対する理解が充分でないまま科目だけが増えることが少なくなかった。こう
した傾向は、学生の選択が余地も大きい一般教育において、特に強く見られた。こうした問題のひとつ
の例が地域志向教育に見られる。本特集第１節で指摘したとおり、鹿児島大学においても地域に関連す
る内容を扱った科目数を増やすことに主眼が置かれ、科目間の関係の明示や体系性の確保は検討されて
こなかった。このため、鹿児島大学では地域に対する理解度を高めた学生を育成している、と科目数を
もって主張することは可能になったものの、具体的にそうした科目を通じてどのような人材を育成しよ
うとしているかという基本方針や育成を図るべき能力とはどのようなものかは定まっていない状況にと
どまっていると言わざるを得ないのが実情である。
　現在の鹿児島大学における重要なミッションは地域人材の育成である。立地する鹿児島県の活性化・
発展に寄与する人材を育成することが、鹿児島県にある総合国立大学としての鹿児島大学の使命である。
この目標を達成するには、育成すべき地域人材像を設定し、そのために必要な能力を可能な限り明らか
にした上で、体系的な地域志向教育カリキュラムを構築することが不可欠である。地域志向教育とは、
単に地域に関する知識内容を多く習得できるようにすることでもなければ、地域に対する関心を高める
ことでもない。地域の実情やニーズを的確に理解した上で、様々な立場や考え方に配慮しつつ、活性化
に貢献できるだけの汎用的能力と専門性を身に付けさせることが目的である。その意味では、学びの場
や扱うコンテンツが地域に関連するものに限定されるだけであって、大学教育全体としての目標と何ら
変わりはない。社会で活躍できる人材の育成こそ大学教育のミッションであり、それを前提としつつ、
特に地域においてより大きな力を発揮できる人材を育成することが、鹿児島大学に限らず、地方大学に
共通して課せられた使命といえる。

３．「地域人材育成プラットフォーム」の構築

　鹿児島大学における卒業生の県内就職率は、2014 年度は 39.5％、2015 年度は 41.2％であった。これ
に対し、2015 年度の県内出身者比率は 45.5％、2016 年度入学者では 43.2％である。いずれの年度にお
いても県内就職率は入学者の県内出身者比率より低く、県内出身者が就職時に他県に流出しているのが
現状である。これは、2015 年度に採択された「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC ＋
事業）」における課題とも合致するものであり、鹿児島県の活性化に貢献する人材を輩出するという鹿
児島大学の普遍的な役割を考えても、県内就職率の上昇は大きな課題である。
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　このような問題は多くの地方と地方国立大学が共通して抱えるものである。そして、その打開策とし
て地方国立大学において「地域」あるいは「社会」といった言葉を含む新学部を設置する例が相次いで
いることについては、すでに前々節において指摘した通りである。例えば、2015 年に創設された高知
大学地域協働学部では、以下のようなディプロマ・ポリシーを掲げており、地域人材をミッションとす
る学部であることを非常に強く打ち出しているといえる３。また、同学部のカリキュラム・マップからも、
地域協働学部において地域人材の育成に向けて “ 体系的 ” なカリキュラムが構築されていることは明ら
かである４。

【知識・理解】
　●　�第一次産業、地域の健康・福祉およびコミュニティに関する知識を中心に地域の産業および生活・

文化に関する幅広い専門的知識を身に付けている。
　●　地域計画、地域資源管理、商品開発に関する専門的知識を身に付けている。
　●　�プロジェクトマネジメント、協働マネジメントおよびファシリテーションに関する専門的知識を

身に付けている。
【思考・判断】
　●　複雑で多様な地域の特性を理解することができる。
　●　地域資源を開発・活用するための企画を立案することができる。

【関心・意欲・態度】
　●　自ら人や組織の協働を作り出し、その活動を促進することができる。

【技能・表現】
　●　地域計画、地域資源管理、商品開発に関する技法を身に付けて、活用することができる。
　●　�プロジェクトマネジメント、協働マネジメントおよびファシリテーションに関する技法を身に付

け、活用することができる。

図１　高知大学地域協働学部カリキュラム・マップ
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　このような新学部設置とは異なる方法で地域人材育成に取り組む鹿児島大学が構築するのがプラット
フォームである。「地域」を冠する学部を新設するのではなく、総合教育機構という言わば学士課程全
体の質を担保する組織を作り、ここに学部横断型の教育プログラムを走らせる構想である。プラット
フォームの全体像及びカリキュラムの模式図は以下の通りである。

図２　地域人材育成プラットフォームの全体像

図３　地域人材育成プラットフォームのカリキュラム・イメージ図
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　また、プラットフォームには以下の５つの要件を設けており、これによってカリキュラムの質を保証
する。
　　①　プラットフォーム（図３のイメージ図）に合致したカリキュラムを構築していること
　　②　�カリキュラムを構成する科目の教育目標・方法、評価指標・方法等が実質化・可視化されてい

ること
　　③　複数の部局が関与し、原則として全学部の学生が受講できること
　　④　地域社会のニーズを踏まえ、これに対応する人材育成を意図するものであること
　　⑤　鹿児島大学のミッション及びディプロマ・ポリシーとの関係性が明確であること

　このプラットフォームが「プラットフォーム（＝基礎や基盤、あるいは土台の意）」である所以は、
上記の要件を満たす学内の取り組みを広く地域人材を育成するための教育プログラムとして展開してい
こうという意図にある。すなわち、従来は科目ごとに、あるいは教員ごとに、バラバラに地域に資する
教育を行ってきたものを、体系的かつ組織的に展開するための土台、ということである。
　そして、初年度たる平成 29 年度は、このプラットフォームにおいて、「かごしまキャリア教育プログ
ラム」と「かごしま地域リサーチ・プログラム」という２つの教育プログラムを展開する予定である。「か
ごしまキャリア教育プログラム」は、COC ＋事業採択に当たってデザインされ、平成 28 年度からトラ
イアル的に実施されているプログラムである。地元での就業やキャリア形成に主眼を置き、地域で活躍
できる能力育成を目指す取り組みである。一方、「かごしま地域リサーチ・プログラム」は、COC 事業
採択時に「地域志向一貫教育カリキュラム」という名称で計画され、その後は「かごしま地域教育プロ
グラム」と名称変更を行ったものの、上記の「かごしまキャリア教育プログラム」実施を優先させたた
めにほぼ開店休業のような状態にある取り組みをベースとしている。こちらはキャリア形成や就業とい
う観点からは少し距離を置き、鹿児島の歴史や伝統、文化や自然などを題材としつつ、地域が抱える諸
課題に対する解決の基礎力を養うことを目指している。
　いずれも、その出発点は前節で解説を行った全学必修科目の「大学と地域」であり、これに共通教育
と複数学部の専門科目を組み合わせる形で構成されている。図３において、緑色の部分は各プログラム
の必修科目を、青色の部分は選択科目を表す。選択科目のうち、「地域志向科目」は全て共通教育科目
であり、「プログラム科目」は原則として、各学部の専門科目が配置される。選択科目については、基
本的に既存科目の方法論を改革することによってプログラムの構成科目として位置付ける。これにより、
プログラムの構成科目の質を向上させることを通じて、学士課程全体としてのカリキュラム改善や教員
の FD をも進めることを意図している（そのための前提として、上記要件②がある）。また、要件⑤に
ついては、特定の学部ではなく全学部学生が受講できるものとして開設することから、全学ディプロマ・
ポリシーとの関係性を強く意識する必要がある。
　さらに、要件②に関連し、学習履歴を蓄積するポートフォリオを作成すると同時に、ポートフォリオ
を活用して学習成果を評価・可視化するために「汎用的ルーブリック」及び「地域人材ルーブリック」
の２種類を開発する。「汎用的ルーブリック」はプラットフォーム受講生の学習成果の評価に用いるだ
けでなく、鹿児島大学が授与する学士という学位の質を保証するためのツールともなり得るものである。
　そして、これら２種類のルーブリックに基づく評価の結果を踏まえて学習成果を分かりやすく地域社
会に示すために開発されるのが「社会人移行シート」である。科目単位で出された成果を集積する成績
証明書とは異なり、「社会人移行シート」は、鹿児島大学での学習を通じて学生がどのような能力を身
に付けたか、特に高い能力を示しているのはどのような点か、などを示すものである。これを学生の就
職先として想定される地元企業や自治体と共同で開発することにより、学生を採用する側から見ればそ
の能力について知りたい情報が手に入り、大学の側からすればある教育プログラムの成果を保証するも
のとなる。
　学問体系に基づいてカリキュラムの体系性を担保できる専門性に立脚したカリキュラムとは異なり、
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地域人材の育成を主たる目的として構築されるカリキュラムは、育成すべき能力を柱として体系性を担
保する必要がある。そのため、学習を進めている最中から終了に至るまで随時、どのような能力がどの
水準まで身に付いたかを可視化し、評価可能な状態にしておく必要がある。ポートフォリオや各種のルー
ブリックは、まさにそのために活用されるものであり、その集大成として、学習の成果を地域社会との
間で共有するためのものが「社会人移行シート」だといえる。プラットフォームでは、このような様々
なツールを開発し、活用することにより、育成した地域人材の質を保証するとともに、学習の過程にあ
る学生自身が、自らの学習状況を省察し、改善を図るという自己学習力を高めることを意図している。

４．運営体制の整備

　プラットフォームは学部横断型の取り組みであることから、特定の学部のみでプログラムを構築する
ことは困難であり、コーディネートを担当する組織が必要である。こうしたコーディネートをミッショ
ンのひとつとして設置されるのが総合教育機構である。
　総合教育機構のミッションは、下記の３点である。

　⑴　鹿児島大学の教育方針に基づき体系的な学士課程カリキュラムに位置づく共通教育の企画・運営
　⑵　入口から出口までの一貫した方針に基づく教育の質保証及び質的向上のための研究開発
　⑶　体系的な学士課程カリキュラムに位置付く留学プログラムの企画・開発

　このミッションを達成するために、既存組織である教育センター、アドミッションセンター、グロー
バルセンターを統合し、さらに、機能を明確にするため教育センターを共通教育センターと高等教育研
究開発センターに分離し、４センター体制とする。⑴⑵⑶はそれぞれ共通教育センター、アドミッショ
ンセンター、グローバルセンターが主として担うべきミッションである。高等教育研究開発センターは
⑵に深く関わるものの、他の３センターとは異なり、⑴⑶も含めた全てのミッションに関与する。総合
教育機構は、既存組織を再整備して設置されるものでありながら、その一方では鹿児島大学における教
育改革の司令塔かつ牽引役となることを期待されるものでもあり、高等教育研究開発センターはそうし
た総合教育機構全体が担う役割を体現する組織ともいえる。
　以上のミッションを踏まえ、特に地域人材育成に関連して各センターが担う役割を以下に述べる。ま
ず、⑴に関連して共通教育センターが、プラットフォームに含まれる共通教育科目の質保証及び成果の
可視化を進め、教育プログラムとしての質保証及び質的向上を推進する。
　そして、⑵については、高等教育研究開発センターがプラットフォームの企画とそのコーディネート
を行う。現段階ではプラットフォームを通じた地域人材育成と入学者選抜との間に連携した取り組みは
具体的には予定されていないものの、特に「かごしまキャリア教育プログラム」に関連して、地元就職
を期待するのであれば、地元に残ることを前提とした入学者選抜方法の開発や奨学金制度設立の検討を
行う必要がある。こうした点に関連して、今後アドミッションセンターもプラットフォームに一定の関
わりを持つと想定される。
　さらに、⑶については、プラットフォーム内の「インターンシップ・実地体験」に含まれる短期海外
派遣の企画・運営をグローバルセンターが担う。これまで鹿児島大学で行われてきた「進取の精神グロー
バル人材育成プログラム（P-SEG）」には、プログラムとしての体系性を担保するよう整備が進められ
てきたものの、学士課程全体の中に位置付けられる（つまり、ディプロマ・ポリシーやカリキュラム・
ポリシーを踏まえたカリキュラムの中に明確に位置付けられる）ものとはいいがたい状況にあった。こ
の課題を解決するための措置として短期海外派遣をプラットフォームの一部とすることにより、地域人
材育成に資する取り組みとしてその役割を明確にした上で、その質の保証に取り組む。
　新たな業務が生じた場合やこれまで行ってきた取り組みが肥大化した場合、それを担当する組織をも
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新たに設置する例は少なくない。しかし、その際、既存組織を見直し、必要に応じて廃止したり規模を
縮小したりすることと併せて実施しなければ、組織も業務も膨れ上がる一方である。限られた財源、人
員の中でできるだけ高い成果を挙げるには組織や業務のスクラップ＆ビルドが必要であり、総合教育機
構設置に当たり既存組織の統合・再編を前提とした機能強化を図ろうとしている主な背景はこの点にあ
る。

５．おわりに

　総合教育機構を設置し、鹿児島大学が輩出する「学士」の質保証を行う。そして、然るべき「学士」
に地域に資するマインドと能力を涵養し、「地域人材」として社会に送り出す。これが、鹿児島大学が
現時点で描いている地域志向教育の青写真である。それを具現化したものがプラットフォームであり、
そこで展開される「かごしまキャリア教育プログラム」と「かごしま地域リサーチ・プログラム」である。
　現時点では（「かごしまキャリア教育プログラム」がすでに動き始めているとはいえ）まだまだ画餅
の域を出ないものであり、実施に当たっては様々な困難が予想される。しかし、この取り組みこそ鹿児
島大学が「地域に貢献し、地域と共に歩む大学」としての真価を問われる試金石であると考えている。

【註釈】
　１中央教育審議会「学士課程教育の構築に向けて（答申）」2008 年
　２佐藤学『教育方法学』岩波書店、1996 年、p.108
　３高知大学地域協働学部　ディプロマ・ポリシー
　http://www.kochi-u.ac.jp/kyoikujoho/06/policy/06u_chiiki.html（2016 年９月 30 日最終アクセス）
　４高知大学地域協働学部カリキュラム・マップ
　http://www.kochi-u.ac.jp/_files/00058827/141111curri-map.pdf（2016 年９月 30 日最終アクセス）
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１．問題
　地域社会の発展に貢献できる人材の育成に積極的に取り組む大学が増えてきている。その一つとして、
近年ではサービスラーニングという教育プログラムが多くの大学で導入されている。本研究は、サービ
スラーニングが学生による地域貢献活動の継続性に与える影響を検討することにより、地域人材育成を
志向したサービスラーニングのプログラム設計に関わる理論的示唆を得ることを目的としている。
　サービスラーニングは、学生が地域社会と協働しながら、地域社会を発展させることを目的とした、
地域密着型経験プログラムである（中里・吉村・津曲、2015）。学生が地域に一方的に奉仕するボランティ
ア活動とは異なり、学生と地域社会が対等な関係を維持しながら、異なる文化や知識を持ち寄り、建設
的で創発的な協働作業を行うことで、学生の能力を開発することを目的としている（e.g., Astin & Sax, 
1998；Jacoby, 1996；Furco, 1996）。アメリカで発祥し広がったサービスラーニング（e.g., 唐木、2010）は、
2000年代以降、わが国の大学でも積極的に導入されるようになった（e.g., 木村・河井、2012；木村・中
原、2012；早稲田大学平山郁夫記念ボランティアセンター、2010）。
　サービスラーニングに関わる研究知見は、国内外を問わず積み重ねられている。たとえば、Celio, 
Durlak, & Dymnicki（2011）は、サービスラーニングの教育効果を明らかにするために、62の研究事
例を対象としたメタ分析を実施した。その結果、サービスラーニングは５つの学習成果を向上させる効
果を持ち、具体的には、受講生の①自尊心の獲得、②学習態度の向上、③市民性の獲得、④社会的スキ
ルの獲得、⑤学業成績の向上にポジティブな効果を持つことが示された。また、わが国でも、数々の実
践例に基づいた効果検証が進められてきている（e.g., 岩井、2010；中根、2010）。
　さらに、サービスラーニングが受講生の学習成果を向上させる過程を検討する試みも始められている。
たとえば、河井・木村（2013）は、受講生自身がサービスラーニング活動中の学習内容と他活動の学習
内容を結び付けて統合させる経験（ラーニングブリッジング）が学習成果を向上させることを実証して
いる。また、木村・河井（2012）は、サービスラーニング活動中の学生の経験特性と学習成果の関連を
検討し、周囲の他者からの支援が受講生の学習成果の向上に効果を持つことを明らかにした。中里・吉
村・津曲（2014）は、受講生が活動中にどのような他者からどのような支援を受け、学習成果を向上さ
せているかを検討している。
　しかしながら、サービスラーニングが学生による地域課題の解決活動や地域社会への貢献活動を継続
させる効果を持つかどうかを検証した知見は乏しい。近年では、「地（知）の拠点」としての大学によ
る地域貢献に大きな期待が寄せられており（文部科学省、2012，2013）、特に地域貢献に積極的に従事
する人材の育成要求は強まっている。このような状況を考慮すると、サービスラーニングの教育効果に
ついて議論するにあたって、学生の学習成果と地域貢献活動の継続性の両方を取り上げることの意義が
浮かび上がる。
　そこで本研究では、サービスラーニングが学生の継続的な地域貢献活動を促進するかを検討し、地域
人材の育成に向けたサービスラーニングのあり方について考察する。

２．方法
　⑴　調査対象者
　本研究では、学部１年生を対象としたサービスラーニング型集中講義「新熊本学」を開講している熊
本県立大学の2015年度学部２年生540名を調査対象とし、2014年度に同プログラムを受講した学生（以下、
受講生）と受講しなかった学生（以下、非受講生）の受講前および受講後の学生生活の実態を明らかに

地域人材育成を志向したサービスラーニングの効果検証と考察
－サービスラーニング受講生の地域貢献活動の継続性に着目して－

中里　陽子（鹿児島大学）・津曲　　隆（熊本県立大学）
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する。熊本県立大学では、「熊本の自然や文化、社会に対する理解に立ち、専門の枠を超えて、自ら課
題を認識・発見し、“地域づくりのキーパーソン”として地域の人々と協働して課題の解決に取り組む人
材」を育てることを目標として掲げている（熊本県立大学ホームページ参照）。本講義は、上記人材を
育成するための学部１年生を対象としたサービスラーニングプログラムとして、３日間の事前ガイダン
スを経て、平成26年９月下旬に４日間の集中講義として実施された。
　本講義の概要は次の通りである。グループ活動を中心として進められた本講義は、まず１日目に、教
員による熊本の「自然」「文化」「社会」に関わるレクチャーが行われ、グループ内の学生が各担当に分
かれてそれぞれの内容を学んだ。レクチャー終了後にはジグソー学習の手法を用いてグループ内の知識
共有を行った。２日目には、１日目のレクチャー内容をふまえながら、熊本の地域課題（草原維持に関
わる課題）の解決策を考えるグループ活動が実施された。３日目には学生が熊本県阿蘇地域の草原に出
向き、地域住民との協働作業（草原維持のための輪地切り活動）を行った。活動中や活動後には地域住
民に対し学生によるインタビュー調査が実施された。４日目には、３日間の活動と地域住民へのインタ
ビュー調査結果をふまえながらグループで練り上げた地域課題の解決策を、ニュース番組型プレゼンや
学内掲示新聞としてまとめ、活動の成果報告が行われた。本講義を通して、学生は、教員、グループメ
ンバー、プログラム企画や運営を担う学生スタッフ、地域住民と関わりながら活動していた。
　本研究では、2014年度の同プログラム受講生と非受講生の受講前後の生活実態を明らかにするため、
2015年度前期開講の授業で学部２年生に調査票を配布し、その場で回答を回収した。

　⑵　質問項目の構成
　①サービスラーニング受講前の学生生活の過ごし方
　サービスラーニング受講前の受講生と非受講生の学生生活の実態を明らかにするため、溝上（2009）
の「大学生活の過ごし方尺度」を参考にしながら、大学生活における活動を14の項目に整理した。具体
的には、自主的な勉強、部活・サークル、学内の学生会活動、アルバイト、海外留学、旅行、テレビ鑑
賞、ネット閲覧、ゲーム（ゲーム機、PCゲーム、オンラインゲーム）、読書（新書、専門書）、読書（小
説、一般書）、読書（マンガ、雑誌）、新聞を読むこと、学外ボランティア・社会貢献活動（授業を除く）
を大学生活における活動として回答者に提示し、それぞれの活動について、サービスラーニング受講前
にどの程度時間を費やしたかを「とても多く費やした＝４」から「全くなし＝１」の４段階で回答して
もらった。本研究では、サービスラーニング受講前の時期を「１年次夏休み」と限定した。
　②サービスラーニング受講後の学生生活の過ごし方
　サービスラーニング終了後の受講生と非受講生の学生生活の実態を明らかにするため、「①サービス
ラーニング受講前の学生生活の過ごし方」で使用した項目に正課授業に関連した項目（大学の講義型授
業、大学の演習型授業、授業に関する勉強（予習、復習、課題など））を追加した17の活動を提示し、
それぞれの活動にどの程度力を入れたかを「とても力を入れた＝４」から「全く力を入れなかった＝１」
の４段階で回答してもらった。本研究では、サービスラーニング受講後の時期を「１年次後期」と限定
し、活動そのものに取り組んでいない場合は「やっていない＝０」と回答してもらった。
　③今後の学生生活の過ごし方
　サービスラーニング受講生と非受講生が今後の学生生活をどのように充実させたいと考えているかを
明らかにするため、「②サービスラーニング受講後の学生生活の過ごし方」で使用した17の活動を提示し、
それぞれの活動にどの程度力を入れたいかを「とても力を入れたい＝４」から「全く力を入れたくない
＝１」の４段階で回答してもらった。本研究では、今後の学生生活の時期を、サービスラーニングが実
施された時期の１年後である「２年次」と限定して、調査対象者に回答を求めた。

３．結果と考察
　本研究では、調査対象者540名のうち、調査に回答した358名（受講生59名、非受講生299名）を分析
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対象とした。
　①サービスラーニング受講前の学生生活の過ごし方（Figure １）
　サービスラーニング受講前の受講生の学生生活の実態を明らかにするため、本研究では、サービスラー
ニング開講前の１年次夏休みの生活に着目して、受講生および比較対象である非受講生がどのような活
動にどの程度時間を費やしたかを検討した。その結果、受講生と非受講生の共通の傾向として、「アル
バイト」、「テレビ鑑賞」、「ネット閲覧」に時間を費やした度合いの水準が高く、「海外留学」に時間を
費やした度合いの水準は非常に低いことが示された。
　次に受講生と非受講生の学生生活の違いを統計的に検討した結果、受講生は非受講生よりも「自主的
な勉強」（t（352）＝2.52，p＜.05）、「部活・サークル」（t（351）＝3.09，p＜.01）に時間を費やした度合いが
高いことが示された。「学内の学生会活動」（t（68）＝3.56，p＜.01）、「読書（新書、専門書）」（t（88）＝2.11，
p＜.05）、「新聞を読むこと」（t（75）＝2.03，p＜.05）、「学外ボランティア・社会貢献活動（授業を除く）」

（t（67）＝2.09，p＜.05）については高い水準を示しているわけではないが、非受講生よりも時間を費やし
た度合いが高いことが示された。他方、非受講生は受講生よりも「ゲーム（ゲーム機・PCゲーム、オ
ンラインゲーム）」に時間を費やした度合いが高かった（t（348）＝2.22，p＜.05）。これらの結果は、サー
ビスラーニングの受講生が、受講前から学業に積極的に取り組み、学業以外の取り組みを充実させ、地
域社会への貢献活動に対してもわずかではあるが関心を持っていたことを示唆している。
　②サービスラーニング受講後の学生生活の過ごし方（Figure ２）
　サービスラーニング受講後の受講生の学生生活の実態を明らかにするため、本研究では、サービスラー
ニング開講後の１年次後期の生活に着目して、受講生および非受講生がどの程度力を入れたかを検討し
た。調査の結果、受講生と非受講生の共通の傾向として「大学の講義型授業」と「アルバイト」に時間
を費やした度合いの水準が高く、「海外留学」および「学外ボランティア・社会貢献活動（授業を除く）」
に時間を費やした度合いの水準は低かった。
　受講生と非受講生の両者の違いを統計的に検討した結果、受講生は非受講生よりも「大学の講義型授
業」（t（117）＝3.04，p＜.01）、「大学の演習型授業」（t（351）＝2.43，p＜.05）、「授業に関する勉強（予習、
復習、課題など）」（t（355）＝2.82，p＜.01）、「授業と関係ない自主的な勉強」（t（356）＝2.56，p＜.05）、「部
活・サークル」（t（101）＝2.84，p＜.01）に力を入れた度合いが有意に高かった。「学内の学生会活動」に
ついては高い水準を示しているわけではないが、非受講生よりも時間を費やした度合いが高かった（t（356）

＝2.74，p＜.01）。これらの結果は、受講生はサービスラーニング終了後において、授業に積極的に取り
組み続けており、授業外の時間も部活や学生会活動を通じて充実させていたものの、地域社会への貢献
活動に実際に取り組むまでにはいたらなかったことを示唆している。
　③今後の学生生活の過ごし方（Figure ３）
　サービスラーニング受講後、受講生が学生生活をどのように充実させたいと考えているかを明らかに
するため、本研究では、サービスラーニング実施後１年が経過した学部２年次における学生生活に対す
る展望を受講生と非受講生に調査した。その結果、受講生は非受講生よりも、「大学の講義型授業」（t（348）

＝2.25，p＜.05）、「大学の演習型授業」（t（347）＝2.63，p＜.01）、「授業に関する勉強（予習・復習、課題など）」
（t（348）＝2.61，p＜.05）、「授業と関係ない自主的な勉強」（t（347）＝2.30，p＜.05）、「部活・サークル」（t（348）

＝3.12，p＜.01）、「海外留学」（t（348）＝2.11，p＜.05）、「読書（小説、一般書など）」（t（88）＝2.08，p＜.05）、
「新聞を読むこと」（t（82）＝2.93，p＜.01）、「学外ボランティア・社会貢献活動（授業を除く）」（t（346）＝2.82，

p＜.01）に力を入れたいと考えていることが示された。これらの結果は、受講生が今後の学生生活にお
いて、授業や部活に積極的に取り組み、小説や一般書、新聞を読むことで教養を身につけ、海外留学や
地域社会への貢献活動を通して経験を重ねたいと考えていることを示唆している。

４．まとめ
　本研究では、サービスラーニングが学生の地域貢献活動の継続性に効果を持つかを検討することを目
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的とした。熊本県立大学で平成26年度に開講されたサービスラーニング型集中講義に参加した受講生と
非受講生を対象とした調査の結果、まず受講生に顕著にみられる特徴として、自主的な勉強や部活・サー
クルに、サービスラーニング受講前から時間を費やしていることが明らかとなった。また、サービスラー
ニング講義終了後の学生生活を検討した結果、受講生は非受講生よりも、大学の講義型授業、演習型授業、
授業に関する勉強（予習、復習、課題など）、授業と関係ない自主的な勉強、部活・サークルに力を入
れたが、受講前にわずかに時間を費やしていた学外ボランティア・社会貢献活動には殆ど力を入れてお
らず、非受講生との程度の差も確認されなかった。さらに、今後の学生生活をどのように充実させたい
かを検討した結果、受講生は非受講生よりも、大学の講義型授業、演習型授業、授業に関する勉強（予習、
復習、課題など）、授業と関係ない自主的な勉強、部活・サークル、海外留学、読書（小説、一般書など）、
新聞を読むこと、学外ボランティア・社会貢献活動に積極的に力を入れたいと考えていることが示された。
　以上の結果に基づき、サービスラーニングが受講生に与える効果を考察する。まず、サービスラーニ
ングプログラムには、授業や授業外活動に積極的に取り組み、わずかながらも地域社会への貢献に関心
を持つ学生が受講を希望している。その上で、学生はサービスラーニングを受講し、受講経験を通して
学習することで、その後の授業や授業外活動を充実させている。しかしながら、地域貢献活動に継続的
に取り組みたいと希望しているものの、それを実現させてはいない。これは、学生による地域貢献活動
の継続を実現させる環境整備が求められていると同時に、サービスラーニング活動中に、地域貢献意識
だけでなく、地域貢献活動の機会をみずから掴み取る主体性や周囲に働きかける能力も併せて育成する
ことを目指した緻密なプログラム設計が必要であることを示唆している可能性もあると言える。
　最後に、今後の課題を整理する。まず、本研究では特定のローカルな教育実践を調査対象としてサー
ビスラーニングの効果検証を試みた。今後は、他事例も含めた検証を通して、サービスラーニングが学
生の継続的な地域貢献活動を促進する過程の解明につなげることが求められる。
　また本研究では、１年次に開講されたサービスラーニングプログラムの受講生を対象として、２年次
までの学生生活の実態を調査した。今後は、３年次以降の学生生活に着目し追跡調査を実施することに
より、サービスラーニングの長期的な教育効果を検討することが求められる。特に、従来の研究で着目
されてきた学生個人の学習成果と本研究で着目した地域貢献活動の継続性の相互作用過程を確認するこ
とで、地域人材育成を志向したサービスラーニングが教育効果を上げるメカニズムの解明も可能となる
であろう。
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Figure １　サービスラーニング受講前の学生生活の過ごし方（１年次夏休みに時間を費やした度合い）



Ⅲ　研究論文

－ 34 －

Figure ３　今後の学生生活の過ごし方（２年次に力を入れたいと思う度合い）

Figure ２　サービスラーニング受講後の学生生活の過ごし方（１年次後期に力を入れた度合い）
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０．はじめに

　本稿では、大学（短大を含み、大学院を除く）において、NIE＝新聞活用教育を実践するためのティッ
プスをまとめたものである。
　大学において涵養するべき能力については、文部科学省の提唱する「学士力」や経済産業省の提唱す
る「社会人基礎力」のような「ジェネリックな能力」が含まれうるという議論の存在が、それに対する
賛否は別として、広く知られるようになってきた。特に、大学の入学定員と大学入学希望者数＊１との
関係に原因の一つがあると言われる「大学のユニバーサル化」状況も１つの要因としつつ＊２、専門科
目の教育の基盤となるべき学力はもちろん、「ジェネリックな能力」を涵養するための基盤となる力を
も持たないまま大学に入学してくる学生の存在は、大学教員であれば体験的に知っているであろう。そ
して、そのような学生にいかに力をつけさせるか、という点について、多くの大学教員は努力し、ない
しは、苦悶している。
　しかしながら本稿は、その様な現状の分析や打開策の提起を行おうとするものではない。単に、筆者
のこれまでの乏しい経験に基づいて、おそらくは学力（特に「ジェネリックな能力」）の涵養に資する
であろうと思われるNIE（新聞活用教育）について、ティップスを提供しようとするものに過ぎない。
　池田・戸田山・近田・中井著『成長するティップス先生』（玉川大学出版部）は、2001年に発行された際、
おそらく大学教育に関心のある者の間で衝撃をもって受け止められたのではないかと想像するが、本書
は授業のティップスに関連して興味深いことを指摘している。長くなるが引用しておく。

　　�　われわれ教師が本腰を入れて授業改善に取り組もうとすると、とたんにさまざまな障害に出く
わすことも明らかです。TAが足りない、カリキュラムが過密だ、会議に追われて提出物を十分に

NIE＝新聞活用教育のための10のティップス⑴
鹿児島大学教育センター
准教授　渡　邊　　　弘
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チェックできない……。ようするに、個々の教師が本当によりよい授業を行っていくためには、大
学全体での教育目標の構築と、制度的・財政的基盤の構築という、大学全体として取り組むほかは
ない作業が前提条件として必要になるということです。このような状況下では、「教師はみんな授
業の腕を磨こう。授業がよくなれば大学はよくなるのだから」という掛け声は、ひょっとしたら、
こうした真の授業改善のための基盤構築から眼をそらし、問題をそれぞれの教師の個人的努力へと
還元してしまうことになるかもしれません。……

　　�　……むしろ、わたしたちの希望は次のことです。このティップスには、今日からできるノウハウ
もたくさん詰まっています。今日できることは今日からやってみましょう。それで、あなたの悩み
はいくぶん軽くなることでしょう。そして、授業をよくすることが楽しくなってきたら、次にはあ
なたの授業をさらによくすることを阻止している要因に目を向け、それを改善するためにすこしで
も力を尽くしていこうではありませんか＊３。

　本稿の内容も、ここで言うティップスに留まる。大学におけるNIEについての分析と検討については、
他日を期すこととしたい。とりわけ、NIEを実施するための「制度的・財政的基盤の構築」について述
べたいことは極めて多いが、これも別稿に譲る。
　いずれにせよ、本稿も『成長するティップス先生』同様、読者諸賢からの批判をもとに「成長する」
ものにしたいと考えている。

１．自宅で新聞を購読させる

１－１　大学設置基準との関係と自宅での新聞購読
　大学設置基準をもとに考えれば、大学の学習・学修は、基本的に「（予習90分＋授業90分＋復習90分）
×15回＝２単位」でできていると考えてよかろう。そうだとすれば、NIEを導入する授業でも予習と復
習をさせることは必須である。そのために最も直接的な方法は、自宅で新聞を購読させることである。
　とはいうものの、大学生はほとんど新聞を読んでいない＊４。家族と同居している自宅から通学する
学生の場合は家で「購読」していることがありうるが、この場合も、「家に配達されている」だけであっ
て、学生自身は読んでいないとみてよい。マンション・アパート・寮・下宿などで独り暮らしをしてい
る学生に至っては、新聞を購読しているとはまず考えられない。NIEを導入するために最初に突破する
べき壁は、ここである。強制的に読ませなければ、学生はいつまで経っても新聞を読むことはないだろう。
１－２　新聞を購読させる――初回の授業までの準備
①自分が担当する科目だけで実施する場合は、大学の発行する公式なシラバスにおいて、当該科目では
自宅での新聞購読が義務づけられることを明記しておく。すなわち、新聞を教科書と同じ扱いにする。
大学全体、ないしは学部・専攻などの組織全体で取り組む場合には、入学希望者に配布する大学案内な
どのパンフレットにその旨を明記しておく（入学前の段階で、そういう大学だということを認識させ、
納得の上で入学してもらう必要がある）＊５。また、入学決定後に送る入学手続のための送付物の中に、
この点に関する説明を記した書面を同封する。入学式後のオリエンテーションにおいても、同趣旨の書
面を配布する＊６。
②新聞業界においては、都道府県単位で「（都道府県）支部新聞公正取引協議会」（「支部協」と略称される）
という組織が置かれている。この組織に対して、当該地域において購読することのできる日刊一般紙（鹿
児島県の場合であれば、「朝日」「産経」「西日本」「日本経済」「毎日」「南日本」「読売」の７紙）から、
授業初回に受講生に配布するための試読紙を受講生人数分（履修変更などの可能性があることを考慮す
れば、余部を含めるのが望ましい）提供してもらうことを依頼する。提供を了解してもらえた場合には、
当日の搬入先（授業をおこなう教室まで搬入してもらうのが望ましい）・搬入時間について伝達する。
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支部協に加盟していない社（「産経」は都道府県によっては加盟していない場合がある）についても、
支部協経由での依頼が可能であると考えておいてよい。試読紙については、授業初回当日のものが望ま
しいが、新聞休刊日の場合もありうるので、その場合には前日のものを依頼する。また、土曜版・日曜
版などの別刷りを発行している社に対しては、それも折り込んでもらうように依頼する。
③支部協を通して、初回の授業において、各紙担当者（記者でも販売担当者でもよい）に対して各社５
分ずつのプレゼンテーションを行ってもらうよう依頼する。このプレゼンテーションにおいて、各紙担
当者からそれぞれの紙面の特徴や新聞を活用した学習についてのヒントを述べてもらう。このプレゼン
テーションを実施する前に、実際にプレゼンテーションを行う担当者に対して、当該科目の受講生の学
部・学科・専攻などを伝えておく必要がある。学部などを伝えておかないと、例えば、管理栄養士養成
課程のクラスに対して「○○新聞は就活に役に立ちます」などといったプレゼンテーションをされかね
ない。
④この際、各紙販売担当者の連絡先（鹿児島県の場合、全国紙であればおおむね福岡にある西部本社・
福岡本部に担当部署があることが多い）を支部協担当者に尋ね、各紙販売担当者に対しても、上記の依
頼を支部協宛てに行ったことを連絡する。
⑤同様に、各社の報道担当部署（鹿児島県であれば、「朝日」「毎日」「読売」「日本経済」「西日本」の
場合は各社の総局・支局、「産経」の場合は福岡本部（「産経」は鹿児島県内に総局・支局がない）、「南
日本」の場合には報道部）宛てに、初回の授業の取り組みについて連絡をする。新聞社は、記者職（報
道部・総局・支局）と販売職（販売担当部署）の間での連絡がとれていない場合があることにじゅうぶ
ん留意する。記者に対しては、授業初回の取材を依頼する。
⑥学生向けの購読希望アンケートを作成する。購読契約にあたっては、各社様々な選択肢がある（例え
ば、デジタル版の有無、独り暮らし学生向け割引の有無など）ので、支部協を通して各社から選択肢（購
読料も含む）について提出してもらい、それを組み込んだ購読希望アンケート用紙案を作成して支部協
に戻し、内容を各社に確認してもらってからアンケート用紙の内容を確定する＊７。アンケート用紙には、

「新聞の購読については、学生が自身の責任で購読を希望する新聞の販売店との間で契約を結ぶこと」
を明記し、かつ、「購読を希望する場合には、このアンケートの情報を希望する新聞社に提供すること」、

「購読を希望する新聞の販売店から、携帯電話宛てにショートメッセージなどの方法で連絡が入ること」
について学生が了解するチェック欄を作る＊８。すでに新聞を購読している学生については、その旨を
記載する項目を作っておく（すでに購読している学生は、これを契機に購読紙を変更する必要はない）。
⑦各社から、試読紙以外に販促のためのパンフレット類を配布したいという申し出がある場合がある。
従って、事前に支部協を通して、販促のためのパンフレット類を配布する場合には、初回の授業よりも
前に見本を１セット送付してもらうように依頼し、その内容をチェックする。これをしておかないと、
教育の場に明らかにふさわしくないもの（景品や懸賞など）の配布を希望されるおそれがある。複数社
から申し出があった場合は、各社の販促物を１つの袋に同封したセットを学生人数分（+余部）作成し
た上で試読紙とともに搬入してもらうよう、支部協に依頼する（これをしておかないと、授業初日は物
を配るだけで混乱する）。試読紙と販促物の配布と後片付けについては、各社担当者の協力を依頼して
おく。
⑧授業初日に学生に配布する「詳細シラバス」を作成・印刷する。大学に提出する公式な「シラバス」
の内容に加え、授業の進行、特にNIEの進め方についての詳細を記した「詳細シラバス」の作成と配布
は必須である。「詳細シラバス」を見れば、この授業でどのようにNIEに取り組むのかが学生にすべて
わかるようにしておく。
⑨各社のプレゼンテーションの制限時間を知らせるベル（学会における報告などで使用されるもの）を
用意する。これを用意しないと、多くの場合、制限時間を超過してプレゼンテーションが行われる。
⑩当日の授業開始前から授業終了後までの、各社担当者の控え室を確保する。
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１－３　授業初回当日
①「詳細シラバス」、試読紙、販促物、購読希望アンケートを配布し、NIEを含めた授業全体の取り組
みについて教員から説明する。
②各社のプレゼンテーションを行う。
③購読希望アンケートに記入させ、回収する。回収後、すでに新聞を購読しているという回答と、新規
に購読を希望するという回答のものを分け、さらに後者については、購読希望紙ごとに分けた上で、コ
ピーをとって支部協に手交する。各社販売店は、これにもとづいて学生に連絡をとり、契約を結ぶ。

２．スクラップブックを作らせる

２－１　スクラップの作り方は明確に説明する
　新聞を購読しているだけでも一定の意味はあろうが、購読していることを教員がチェックしないと、
学生はあっという間に読まなくなる。そのためには、スクラップブックを作らせる必要がある。
　大学入学前にスクラップブックを作った経験のある学生はほとんどいないとみてよい（初等中等教育
において取り組んでいる学校は少数ながらある）。従って、スクラップブックの作成方法については、
書面（「詳細シラバス」）、口頭、動作によって明確に学生に説明する。ここで「動作」というのは、「旅
客機の客室乗務員が離陸前に安全手順について説明するときのように」という意味である。大学入学者
の言語能力は、大学教員が想定しているよりも極めて低いとみておく必要がある。筆者は、「新聞記事は、
スクラップブックの中の紙の片面だけに貼る」と口頭で説明したところ、「『片面だけに貼る』って、ど
ういう意味ですか」という質問を受けたことがある。このような事態をクリアするためには、スクラッ
プブックの現物を教室に持っていって、客室乗務員よろしく、学生の前で実演するよりない。取り組み
の２年目以降は、前年度の受講生が作ったスクラップブックを複数借りておき、それを回覧するのもよい。
２－２　段階的に挑戦させる
　上述のように、学生のほとんどは新聞を読んだことがないのであるから、いきなり高度なことを要求
しても取り組むことができる学生は極めて少数である。ここで新聞を嫌いになられては、NIEの目標は
達成できない。
　従って、スクラップブックの作成にあたっては、最初は「１日１記事でよい」という水準からスター
トすることになる。
　加えて、第一段階は「記事を１つ切って貼るだけでよい」としなければならない。しばらく取り組ま
せた後、時期を見て「記事を１つ切って、蛍光ペンで重要な部分をマークして、貼る」という第二段階
に進む。それができる事を確認した上で、「記事を１つ切って、蛍光ペンで重要な部分をマークして、貼っ
て、200字程度のメモをスクラップブックのそのページの余白に書く」という第三段階に進む。これを
行うためには、適時に学生のスクラップブックを点検する必要がある。また、適時に点検することにつ
いては、後述の到達度評価のためにも必要である。
２－３　１つの記事をスクラップブックの右側１ページに１つだけ貼る
　複数の記事をスクラップブックの１ページに貼ってしまうと、あとで活用しにくくなる。同様の理由
で、裏面にも記事は貼らない。
２－４　スクラップブックは１ヶ月で１冊
　スクラップブックは市販のものでよい。１ヶ月に１冊ずつ作らせるとスクラップブックの表紙や背に
期間を明記するときに面倒がない。コクヨの「ラー 410」シリーズは、台紙が40枚で背幅が厚くなく、
１日１記事＋αで切り抜きを行うことを考えると使いやすい。同じくコクヨの「ラー 20Ｂ」だと台紙
が差し替え可能なので、一定期間スクラップに取り組んだ後、記事のテーマ別にまとめて差し替えると
いった活用を行うことができて便利なのだが、値段が相対的に高い。最初の「参入障壁」はできるだけ
低くしておく方がよい。
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３．論争点のある記事を教材にする

３－１　授業の中で積極的に新聞を活用する
　NIEは、新聞の購読とスクラップブック作成だけではない。授業で配付する資料を作成する際に、講
義内容のレジュメだけではなく、新聞記事を教材として印刷・配布することは重要である。授業の内容
に直接関係する記事があれば（と言うか、そういうものを日常的に探しておくのが教員の仕事なのだが）、
それを積極的に教材化する。授業科目によっては、授業内容と関係のある新聞記事が極めて少ない場合
もあろうが、その場合は、関係なくてもよいから、授業で毎回新聞記事のプリントを配るようにする。『成
長するティップス先生』では、数学の教員が授業ごとに自作の俳句を披露することで、ラポール形成に
役立てた例を紹介している＊９。授業内容に関係なくても新聞記事のプリントが毎回配布されるだけで
もよいのである。
３－２　論争点のある記事を教材として活用する
　とはいえ、授業の内容に関連性がある新聞記事があれば、それを活用しないのはもったいない。その
際、授業内容に関わる知識を得させるための新聞記事だけではなく＊10、なんらかの論争点を提起する
ような新聞記事があれば、その様なものを教材化することが望ましい。
３－３　学生に音読させる
　前述のように、大学生の言語能力は大学教員が想定しているよりも極めて低いとみるべきである。学
生は日本語の音読さえままならない場合がある。筆者は学生が「世界市場化」を「せかいいちばか」と
読む場面に遭遇したことがある。
　従って、新聞記事は学生を指名して音読させるのがよい。形式段落ごとに音読する学生を交替させて
もよいが、「少しでもつっかえたり読み間違えたりしたら交替」というやり方は、それだけで授業が盛
り上がる。もちろん、長く読むことができた学生は褒めることが必要である。
３－４　学生に意見や疑問を書かせる時間をとる
　新聞記事を読み終えたら、その記事に関して学生に意見や疑問を書かせる時間をとる。このために、
個人用ワークシートを用意して配布する必要がある。個人用ワークシートは、教員側から、学生に議論
して欲しい論点を簡潔に明示した（できれば、対立する意見の双方を例示した上で学生自身の見解と理
由を書かせるものがよい）ものを用意してもよいし、あるいは、「この新聞記事を読んで、思いついた
ことをなんでもよいので、できるだけたくさん書いてください」というものでもよい。
　学生に意見や疑問を書かせる理由はなにか。それは、あとで学生が発言しやすくするためである。学
生に対して「何か意見はありませんか」と問いかけて指名しても、指名された学生が発言せず、イヤな
沈黙が教室に流れるという経験は、多くの教員が経験したことがあるはずである。書かせた上で発言を
求めれば、最悪でも、書いたことを読み上げさせればよい。また、書かせている間に机間巡視をし、発
表させるに値する意見や疑問を書いている学生を見つけることもできる。
　ワークシートの記入欄には、罫線を印刷しておくことが必須である。単なる空欄にものを書かせるの
は極めて困難である。
３－５　学生のグループで議論させる時間をとる
　個人用ワークシートに意見や疑問を書かせたら、それをもとに、学生を４名から６名程度のグループ
にして、学生同士で議論させる時間をとる。その議論の内容をメモするためのグループ用ワークシート
を各グループに１枚用意するとよい。グループで出た意見をあとで発表させるため、発表者も決めるよ
うに指示した上で議論させる。

（以下、次号）

＊１　ここで言う「大学入学希望者数」とは、有効需要の意味においてである。学費を含む就学費用の
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高騰と、格差社会化に伴う経済的な困難の広がりを主たる理由として、大学入学を希望しているにもか
かわらずそれを断念している人はいるであろうから、大学の入学定員と本来的な大学入学希望者数との
間の差は、生じていない（ないしは、現在でも後者の方がはるかに多い）かもしれない。
＊２　これは、まさに「１つの」要因に過ぎない。基本的には、初等中等教育に関する諸政策の充実によっ
て、学力問題は大きく改善するはずだからである。
＊３　この引用は、ウェブ版の「成長するティップス先生」による。http://www.cshe.nagoya-u.ac.jp/
tips/basics/evaluation/column3.html
＊４　NHKが行った「2015年国民生活時間調査」によると、2015年における、新聞の24時間あたり行為
者率（24時間に該当の行動を少しでも（15分以上）した人が、全体の中で占める割合）は、平日におい
て、男性10代で４％、男性20代で８％、女性10代で３％、女性20代で３％であり、かつ、この数値は、
この４区分においては95年以降、一貫して低下している。土曜・日曜については平日よりもさらに少な
い。新聞の全員平均時間量（該当の行動をしなかった人も含めた調査相手全体が、その行動に費やした
時間量の平均）については、平日の男性・女性10代はわずか１分にすぎない。NHK『2015年国民生活
時間調査報告書』（2016年２月）http://www.nhk.or.jp/bunken/research/yoron/pdf/20160217_1.pdf
＊５　大学案内などのパンフレットに、NIEについて明記することの効果（正・負両面において）につい
ては、別途詳細に検討する必要があろうが、ここでは割愛する。
＊６　新聞購読にあたっては、経済的な困難を抱える学生のことを考慮に入れておかなければならない。
その様な学生に対する配慮の体制を大学全体で組むこと（例えば、新聞購読料を援助する制度をつくる
など）が望ましいが、それができない場合でも、例えば図書館に配置されている新聞の活用方法を指導
するなどの配慮がなされなければならない。
＊７　新聞の販売にあたっては、新聞業界内部に「６ヶ月契約の場合、購読料金の８％までの景品」と
いう限度を定めた「６・８ルール」と呼ばれる自主規制がある。販売担当者はともかく、記者はこれに
ついて知らない場合がある（信じがたいが）ので、特に記者が窓口になった社の場合には、多額の割引
や景品をつけることを申し出てくる場合がある。このような事態が発生した場合には、支部協に調整を
依頼する。
＊８　学生に対して新聞販売店からのショートメッセージによる連絡を了解させるのは、学生は平日の
日中は自宅にいない場合が多く、新聞販売店の担当者が契約締結の訪問のため学生に電話で連絡しても、
学生は知らない電話番号からの電話に出ないことが多いからである。
＊９　www.cshe.nagoya―ｕ.ac.jp/tips/basics/design/column2.html
＊10　この記述は、授業における知識を軽視したものでは決してない。知識の獲得なくしては、いかな
る意味でも大学の教育は成り立たない。

※本稿におけるインターネットのウェブサイト資料の最終閲覧日は、2016年12月14日である。
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序論

　アクティブラーニングとは何か。様々な研究者がそれについて語ることが山ほどあるように多くの定
義がある。下記の文は、このエッセイを書き始めるにあたり方向性を示しているものである。
　アクティブラーニングとは、学生がリーディング、ライティング、ディスカッションまたは問題を解
決するなどの活動に従事する過程であり、その活動がクラスの内容の分析や組み立て、評価などを促進
する。共同学習、問題をベースとした学習、そしてケーススタディ法やシミュレーションの利用は、ア
クティブラーニングを促進させる為のアプローチとなる。（http://www.crlt.umich.edu/tstrategies/
tsal）
　これがアクティブラーニングの定義の一つである。だが先に述べたように、他にも多くの定義があ
る。現代の学生にもとても便利なツール、ウキペディアにはこう記されている。アクティブラーニング
は RW エバンズ（Evans）によって広められた。またさらに進んだ記述として、ボンウェル（Bonwell；
1991）が、「アクティブラーニングとは、学生がその過程において参加し、そして何らか行う際は受身
で聞くだけではなく参加する事である」と述べている。多くの定義に相違が見られる一方で、アクティ
ブラーニングの意味の捉え方で一般的に一致する箇所とは、クラス内外で学生に直接関わり、学生の自
らの学びに責任を持たせるという事である。アクティブラーニングは、目新しいものでもなく、珍しい
ものでもない。それは、2016 年８月２日に開催された九州地区大学教育研究会においても、Ｘ教授が
アクティブラーニングについて語った。その教授の大学では、90 年代初めよりアクティブラーニング
の過程に従事してきたという。
　我が校の教育センターでも、授業でアクティブラーニングの過程に従事してきた。私の活動の一環と
して医学生が鹿児島大学と谷山生協病院にて、いかにアクティブラーニングに参加し関わったかという
ことにのちに触れる。
　もし教授者が生産的な授業、それは学生が積極的に自身の学びに従事するような授業を作り出す事で
あるが、それを実現するには教授側が常に生産的な授業を心がけ、作り出すべきである事は明らかであ
ろう。これを踏まえて、本質的な動機づけと非本質的な動機づけ方法の詳細を触れずに言えることは、
授業内外で学生に動機を持たせるには、動機づけを奨励することが生産的方法であるということである。
　先述した、地域の病院にて子どもとその保護者の為に開催された谷山生協病院の喘息セミナーへ医学
生を同行し主催者側として参加したことで、参加者全員が何を得たか。そしてまたどのように、このよ
うな活動が医学生への授業の教授法、シラバス、カリキュラムデザインを医学生によって方向づけられ
たかという事もさらに後述する。
　この活動は、英語を第二か国語または外国語として学ぶ医学生のニーズを 10 年以上にわたる研究の
最新発現 manifestation（表明、現れ、発現）である。それらの研究はどのリサーチにおいても授業に
おいても実用的に成果を出しており、それらは私の個人的な哲学に沿って行ってきた。それはハッチソ
ン（Hutchinson）とウォーターズ（Waters）によって定義された ESP（特定目的の為の英語）の考え
に基づいている。その定義とは「学ぶ意義によって、言語教授のアプローチ内容や方法は、すべて決定
づけられる」というものである。
　例えば、医師と患者間の会話には、常に言語問題が生じてきた。それは、患者と医師についての多く
の史学的方法の論文が、患者から患者へ、医師から医師へと語り継がれる裏付けに乏しい様式とよく似

教育センターにおいてのアクティブラーニング：医学英語クラス
ケーススタディ

教育センター外国語教育推進部　准教授　トレマーコ　ジョン
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ている。世界中の医学組織体と制度は、何度もそれら自身で、この現象を調査し、この問題について発
言している。
　「患者と医師のコミュニケーション崩壊や患者の不満足度の増加、医療過誤への苦情やクレームの高
まり、そして社会的慣習に合った医療に代わり、不確かな代替え案の放棄において崩壊の危機に直面し
ている」と Levinson et al（1997）を引用してジーグフリード・マーリン（Seigfried Meryn）の記事が
ブリティッシュメディカルジャーナルに掲載されている。
　このような状況が起きる理由は沢山あるが、我々は医学生の言語教授者、指導者としての分野に焦点
をあてることにより、状況の改善を試みることができるのである。今回焦点を当てた分野は、医師と患
者間のとても大きな教育不均衛である。世界中の医学生はかなり高い教育を受けている。それ故に医師
の使用する言語は、通常の人々より難しく広範囲にわたりがちである。医師たちの専門分野の学術的性
質により、患者との会話においてもより高いレベルの語彙を使用しがちになる。また、学究的でもある
医療環境に置かれている中、レポートや課題や記事などの執筆の際は、かなり高いレベルの語彙を使用
するよう奨励されているのは間違いないであろう。
　医療従事者が患者とコミュニケーションを図る際、ハイレベルな語彙を用いると、コミュニケーショ
ン問題が生じる。使用言語のレベルが高すぎると患者はしばしば困惑したまま置きざりになり、そして
気後れしてしまう。よって、医学生は以下のことに気付くことが重要である。それは、医学生が患者に
気遣いをただ示すだけではなくどのように対応するか、患者の年齢や性別、その人特有の問題の性質を
考慮しながら対応するということである。そして、医学生は各患者の受けた教育レベルや母語や第二言
語なども把握し考慮しなければならない。例えば７歳の子どもが医療単語を完璧に理解できないように。
もちろんその様な状況になるのは子どもだけではない。別の例で言えば、様々な教育、一般教育ではな
いが多少の教育を受けた人、学習障害がある大人や、医師が話す言語が母国語ではない患者が医療の診
察を理解するのは困難であることを経験する。
　医学生が直面する大きな挑戦の一つは、「言語の縦断的な性質」と呼ぶのがふさわしい。その表現「言
語の縦断的な性質」は、言語の項目によって誰にでも対応できる様々な語彙があると言える。最も簡単
な例えは、高いレベルの語と低いレベル語を持ち合わせる「犬」である。高いレベルおいては、「canine
　イヌ科」を選択し、低いレベルでは、「doggy　ワンちゃん」や「bowwow　ワンワン」の使用をよ
く聞く。他のそのような例では、「abdomen　腹部」と「tummy　ぽんぽん」がある。親が使うような、
特に痛みを表現する時だが、芸術的で「独創的な」ラング（知識言語＜ある言語社会の成員によって共
有されている抽象的な言語体系＞）も気付けるようになるのが好ましい。勿論、この特殊な問題を扱う、
演者が医師に症状を説明するというロールプレイが含まれているいいテキストも勿論たくさんある。こ
のような演習は、患者が症状を表現する時に使う創造の言語を説明するのにとても役に立つ。患者の大
半は話す時、医療訓練や医療に特化した教育を受けていない。よって医学生が言語使用の多様性と縦断
的な性質に気付く事は、必須である。患者は時折「gnawing　かじられるような痛み」や「boring　体
の奥底にある痛み」などの言葉を使う。英語が母語である医療従事者にとって、英語がネイティブスピー
カーの患者を診察することは何の問題もない。しかしながら、そのような医療従事者にとっても、英語
が母語でない患者の使用する多様的で創造的な言語はかなり難しいものになる。
　医師と患者間で役立つ、かつ意味のあるコミュニケーションの邪魔になる要因を我々の学生たちに気
付かせられるかは、教育者次第である。この気付きを増やす方法の一つには、学生にとって挑戦しなけ
ればならない課題を作ることにある。この種の課題は学生にとって快適で馴染みのある医療実習やテキ
ストから離れ、純粋に患者目線から物事を見ることに集中する訓練になる。通常、学生同士で症状をお
互いに説明する時やクラスで体の仕組みを説明する時、何ら問題はない。しかしながら、学生が子供に
このようなことを説明するよう言われたら状況は異なってくる。学生は最初は苦戦するが、正しい励ま
しと導きで画期的でついには筋の通った説明を生み出せるようになる。気付ける感性を育てることと医
師と患者対話育成に集中するというコースをひとつ終える頃には、これらの鹿児島大学の医学生たちは



Ⅲ　研究論文

－ 43 －

子どもへ体の仕組みを誰にでも分かりやすく説明することができた。一人の意欲的な学生は、紙コップ
と糸で神経系を説明した。また他の学生は家に４つ部屋があるというアニメ仕立てに描いたものを使い
ながら子どもに心臓の働きを説明した。この両方のプレゼンテーションは学生がどのような患者へも複
雑な医療の事柄を分かるように説明できるという不可欠なスキルをどのように向上させることができる
かという素晴らしい事例になった。クラスにおいてのロールプレイやテキストは患者への気付きを学生
の中に向上させ縦絶的な医学英語の性質を扱うという重要な役割を果たす。しかし、学生が患者とのよ
り良いコミュニケーションを図れるよう成長するためには、実際の日常の医療状況を体感することはク
ラスで得るものにも代えられないものである。当初の計画では、学生を病院に連れて行き、スタッフや
患者と対話させることであった。しかし日本のような手続きなどが多い場所ではなかなか現実に至らな
かった。だが、地域の病院にコンタクトを取り、学生を病院に連れて行き、医者と患者の会話を見学さ
せてもらえないかオファーしてみた結果、その病院の活動の一つである、子どもと保護者対象の喘息セ
ミナー主催者側に参加させてもらえる事になった。それから本番前のリハーサルのためにもより良い言
葉選びをするため、何回もセミナー準備会議にも学生と参加させてもらった。会議参加や練習を重ねる
中、学生たちは子どもが喘息の状態やどのように特定の問題に対応できるかという説明に必要な事柄に
徐々に的確になっていった。我々の子どもへのレクチャー内容は、ゲームやアクティビティを通して体
に関連する単語を使った少々の英会話も含めたものにした。子どもたちにとって、このレクチャーが役
に立つものになり、一日中セミナーがあった中で、楽しいひとときになったというのが理想である。そ
して、この活動の一番の目的は、実際の病院で医療従事者が子どもに分かりやすく話しているのを学生
が間近に見学する事であったのだが、双方の参加者が学べた状況になったと言えるだろう。

・学生が挑める課題を作り出す
・説明をする際、子どもが最も難しい相手である
・多くの学生にこの挑戦に挑ませる
・心臓の役割を説明する；神経系とは何かを説明する
・学生がいろいろな機会に挑戦できるよう促す／患者と医者の会話の見学

結論

　学生たちの目標達成の手助けになる研究とは、研究を行う際でも、授業中でも、シラバスデザインを
する際にも、学生のニーズを常に踏まえることを忘れないことが必然となる。また、医師と患者の会話
の設定方法について多くの患者が不満に思っている事は明らかである。患者はしばしば困惑し、腹を立
て、見下された気分になる時もある。この問題の打開策の１つは、医師がこのような状況に自然に気付
けるように実習段階の早い時点で気付かせるべきである。そして、我々教授者は、医学生のコミュニケー
ション能力向上のための方法を提示する環境を作り出す事を目標にすべきである。それは、学生を彼ら
の何でも分かる日常の快適なゾーンから踏み出させ、実際の患者と医師の会話を学生らが試し感じたり
するための機会を持つことを促し、学生が挑戦できる課題を示すべきである。今まで学んできた理論上
においても、そのような状況に対応できるはずだが、実際の体験は学生にとってとてつもない挑戦にな
り、そこでする努力は代えがたい価値のあるものであり、そのような体験への全ての参加者はとても多
くの事を得るに違いない。
・子どもと保護者が理解し行動を適応する
・学生が、患者が理解できる言語で話す事の価値がわかるようになる
・ベテランの医療従事者や教育者が指導の際、豊富な見識を持つこと
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今後の展開

　今回、医師と患者の会話の有利性を確認できたため、次段階は学生にさらに機会を与え、できれば、
会話の範囲とタイプを拡大する。一つの案として、学生を長期入院の子どもの患者と長期間にわたりコ
ミュニケーションをとる事が挙げられる。
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１．基礎韓国語
　韓国で出版されている外国人向け韓国語教科書では、学習段階を初級・中級・上級（高級）の３段階
に区分していることが多い。そして、日本の大学で行われている韓国語の授業でも初級・中級・上級に
区分されていることが多い。しかし、その内容を見ると両者の間にはかなり大きな違いが見られる。韓
国の区分が学習時間数に基づき、学習内容を体系的に区分したものであるのに対して、日本の区分は主
として学習年次に応じた区分で、学習内容やレベルにあまり注意が払われていないように思われる。
　韓国における外国人向けの韓国語教育と日本の大学における韓国語教育とでは学習時間数に大きな違
いがある。したがって、内容のレベルに違いがあるのは当然である。出発点が同じである初級段階でも、
日本の大学の「韓国語初級」が韓国で想定されている初級レベルに到達することは難しく、初歩あるい
は入門段階にとどまっていることが多いと思われる。少なくとも著者のこれまでの教授経験ではそうで
あった。中級、上級のレベルとなると違いはさらに大きい。外国語専門の大学でなければ、日本の大学
のカリキュラムの中では難しいのが現状である。半年あるいは一年程度の韓国留学経験がある学生を除
いては、韓国の中級、上級レベルの授業を行うことはできないのが実情である。
　このような食い違いを単なる名称上の問題として片づけてしまうこともできるかもしれない。しかし、
これまで日本の大学で韓国語を教えてきて、特に中級や上級の授業を担当する場合に、この食い違いが
気になっていた。日本の大学での韓国語の授業では到達目標に対する関心が薄く、あまり積極的に考え
られていないようである。シラバスを見るとそれぞれの授業の到達目標を示しているけれども、大抵は、
曖昧な形で述べられているか、採用する教科書によって消極的に決められている。授業の到達目標をど
こに置くかということは、授業計画を立てるとき最初に考えなければならないことであるのに、それに
対して関心があまり払われていない感じがする。それは、一般の大学での韓国語は第二外国語として開
講されていて、授業時間数の制約が厳しく高度なレベルまでの授業を行うことが難しいためであると思
われる。しかし、そうであれば、与えられた条件の下で、どのような到達目標を立てるべきかを考えな
ければならない。それにしたがって、授業レベルの適切な区分をしなければならない。
　本来、適切な学習時間数によって規定される初級・中級・上級の区分を、日本の一般大学での韓国語
の授業の区分に用いることにはかなり無理がある。便宜的で実体のない区分になりやすい。実質的な区
分としては「基礎」と「発展」（あるいは「応用」）のような区分の方が望ましい。すでにこのような区
分を採用している大学もあるが、ここではその実質的内容について論じたい。「基礎」と「発展」の区
分を前提にして、共著の形で『韓国語の基礎Ⅰ』と続編『韓国語の基礎Ⅱ』を出版し、鹿児島大学の授
業でも使っている。以下、この教科書の内容に沿って「基礎韓国語」がどのようなものであるか、また、
それを効率的に学習するための工夫について述べることにする。
　韓国語の基礎とは、韓国語を理解し使用するために必要な最小限の知識を意味する。言い換えれば、
それを習得すれば、どのような文に対しても音声的、構造的に理解できるような知識である。具体的に
は次のようなことを指す。

　①文字と発音に関する知識：
　　ハングルの構成原理を理解し、ハングルを正しく読むために必要な音声規則に習熟する。
　②文法に関する知識：
　　�韓国語の文の基本構造を理解し、文を拡張するための活用、補助用言、依存名詞、文の埋め込みな

どの仕組みと、それが表す文種の区分、時制、アスペクト、待遇法、法（ムード）、話法などの文

基礎韓国語の構想

教育センター外国語教育推進部　准教授　鄭　芝淑
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法的概念や文の構造変化の基本が理解できる。

　韓国語に「触れる」程度の初歩的な学習で終わるのではなく、本格的に韓国語を学習するカリキュラ
ムであれば、この「基礎」のレベルは最低限目指すべき到達目標である。その上で時間的余裕があれば

「発展」として実践的な韓国語運用能力の養成へと進めばよい。
　授業区分としては「読解」「会話」など運用能力の種類による区分もよく見られるが、基礎の段階で
この区分をするのは効率的ではない。このような区分をしている大学での教授経験によれば、授業の進
行に無駄が生じやすい。特に、「読解」と「会話」を別な教員が担当するような場合にはよほど連係が
良くないと授業の進度は非常に悪くなり、到達レベルは低くなってしまう。基礎の段階では４技能を総
合的に学習する方がはるかに効率的で、韓国語の基礎を短期間に習得するためには不可欠である。
　以下、90 分授業 15 回を１クールと考えて、基礎韓国語の具体的内容と授業におけるその提示の仕方
に関して簡単に述べる。

２．文字と発音
　韓国語の基礎の第１クールは、ハングルの書き方と読み方の学習から始まり、それが主目標である。
韓国語の教科書では、普通、文字と発音の解説が最初に置かれている。しかし、ハングルの読み方には
かなり複雑な面があり、基礎の学習の最後あるいはその先まで引き続き学習しなければならないことも
あるので、文字と発音の学習をすべて終えてから文法・表現の学習に進むというやり方は、授業が単調
になって学習者を飽きさせ学習意欲を低下させることにもなるので、賢明な方法ではない。ハングルの
目録を学習し、終声の発音、有声化、連音化を学習した段階で一区切りして、文法・表現の学習へと進み、
鼻音化、流音化、激音化、ｎ挿入、濃音化、複合終声（重終声）の読み方などについては、該当する事
例が生じたときに学習するのがよいだろう。文字と発音の区切りまでの学習時間は、８~10 回程度とす
るのが望ましい。文字と発音の学習と並行して日常的な挨拶表現の練習をすれば、気分転換になって学
習意欲の低下を防ぐことにもなり、韓国語の発声やイントネーションを学習するためにも有効である。
　ハングルは合理的に作られているので習いやすいと言われる。それはハングルを習い覚えた人の感想
であるかもしれないことを忘れてはならない。24 個のハングル字母の書き方、読み方、組み合わせ方、
発音の変化を短い期間に覚えるのは決して簡単なことではない。実際、大学で韓国語を選択したのに、
ハングルが覚えられなくて脱落してしまう場合がある。また、ハングルにどの程度習熟しているかがそ
の後の学習の成果に大きな影響を及ぼす。ハングルは韓国語学習者が最初に出会う関門であり、これを
確実に通過できるようにすることは、授業担当者にとっても重要な課題である。
　学習を確実に進めるためには、学習内容を易しいと感じさせるような、少なくとも難しいと感じさせ
ないような工夫が必要である。

２．１　母音の場合
　文字の学習で最初に覚える母音字母の場合、伝統的には、カギャ表の母音字の目録（

）から始める方法が採られた。稿末に、手元にあった 10 冊の初級韓国語の教科書を参
考資料として挙げておいたが、そのうち［３］と［９］がこの伝統的方法を採用している。10 個とい
うのは覚えてしまえば何でもない数であるが、短時間で覚えるにはかなり負担になる数である。そのた
めと思われるが、［10］では基本母音字（ ）と派生母音字（ ）とに分けて
提示している。『韓国語の基礎Ⅰ』でもこの方法を採った。そうする利点は、負担の軽減だけではなく、

と と ととと と と、と と ととと と と、と と ととと と と のように形の似た字母は発音するときの唇の形が似ているということを意識さ
せることによって、さらに覚えやすくなる点である。
　その他の資料では、複合母音字（重母音字）の と を基本母音字として扱っている。これが今で
は多数派のようで、発音に重点を置いた提示の仕方である。［６］では の順に
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示しており、これは日本語のアイウエオとの比較を念頭に置いた提示の仕方である。これらも学習を容
易にするための工夫であると思われるけれども、どれだけ学習者の負担を軽くしているかはわからない。
　学習項目の提示の仕方によって学習効果が変わることは、複合中声（重母音字母）の場合にもあて
はまる。11 個の複合中声を覚えることはかなり負担があるようで、何年も学習した者でも一部の複
合中声を自然に読めないことがよくある。参考にした教科書では、 と を基本母音字として扱って
いることを除いては、特別な配慮はなされていないようである。『韓国語の基礎Ⅰ』では複合中声を

〔 〕と〔 〕の２つに分けて学習することによって、負担を軽くするこ
とを図った。前者は理屈抜きで覚えなければならないのに対して、後者は１つの文字を構成している２
つの母音を「一気に発音すればよい」と説明できるものである。このように区分することによって、少
なくとも読み方に関しては容易に習得できる。

２．２　子音の場合
　子音字母は 14 個あり、学習者の負担はさらに大きい。［８］と［９］ではカギャ表の順に従って一挙
に提示しているけれども、他の教科書では分割して提示している。その多くが激音と をまとめるとい
う方法を採っている。区分の仕方はさまざまであるが、どれも学習者の負担を軽くするためであるだろう。

『韓国語の基礎Ⅰ』では、これらとはまた別な区分をした。まず、基本子音字母として〔 〕
の５つを学習する。残りの字母はこれらの基本字母から派生される〔 / / / / 〕
の５つの類に分けて学習することにした。これは新しい方法ではなく伝統的に取られていた方法を採用
したにすぎない。ハングルの製字原理に基づいた提示の仕方で、文字の形と音との関係を理解すること
で子音字母の学習を助ける効果があると考えて採用した。区分が細かいので学習に時間がかかるという
難点はあるが、確実に学習できるという利点は明らかにある。
　韓国語の発音で最も難しい問題の一つは平音・濃音・激音の区別である。この区別を学習するときに
は、難しいと感じさせない工夫が必要である。特に、平音と激音の違いは息を出す程度の違いであるか
ら、実際の韓国語の発音の通りでは、日本人の耳にはほとんど同じに聞こえて区別ができない。したがっ
て、できるだけ難しいと感じさせないために、激音の発音を誇張して区別しやすくするなどの工夫が必
要である。なお、韓国人が平音と激音を区別することができるのには、語意・文意の理解が大きく影響
していることを忘れてはならない。意味のない音だけの発音では韓国人も平音か激音かの判断に迷うこ
とがある。
　終声規則の学習でも提示の仕方が重要である。参考にした教科書では鳴音（ ）の場
合とそれ以外の子音の場合に分けることを除いては、学習を容易にするための配慮は特に見られな
い。問題は鳴音以外の子音が終声になるときの発音である。複合終声を除く可能な12通りの子音字母

（ ）が３通りの非開放閉鎖音［ｋ］［ｔ］［ｐ］に振り分けられるの
であるが、そのとき［ｔ］の処理を最後にするのとしないのとでは理解のしやすさが大きく異なる。な
ぜなら、そのようにすれば終声規則は「 の類（ ）と の類（ ）はそれぞれ［ｐ］と［ｋ］
に、それ以外の場合は［ｔ］に発音される」のように簡潔に処理することができるのに対して、そうし
ない場合には、すべての子音を羅列することになり規則が複雑に見えてしまうからである。参考にした
教科書でこの点に配慮したものはない。
　最後に、文字と発音の学習を確実にするためには、読む練習と書く練習をできるだけ多くするように
指導する必要がある。特にハングルを正しく書く能力はあとの学習の成果と密接な関係があるようなの
で、繰り返し丁寧に書く練習をするように指導する必要がある。

３．文法・表現
　文法・表現の学習は丁寧体から学習するのが普通である。その場合、 体から入るか 体
を先にするかで意見が分かれる。参考にした教科書では 体から入るものが［５、６、８］の３点
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で、残りは 体から入っている。 体から始めるのは、会話体を重視するためであると思われ
る。確かに、丁寧な会話では 体を使うことが圧倒的に多い。しかし、文法的な観点からすると、

体から入る方が望ましい面もある。 体を作る規則はかなり複雑でその習得にはかなりの時
間がかかるのに対して、 体の場合は、少なくとも平叙形と疑問形に関しては、非常に簡単な規
則ですべての用言を処理できる。したがって、基本的な文の構造を示すためには 体の方が使い
やすい。『韓国語の基礎Ⅰ』でも 体から学習することにした。
　文字と発音の学習のあと、 体平叙文と疑問文に基づく基本的な文構造の学習までを第１クー
ルの到達目標とする。時間的余裕があれば、 体の文の学習に進むこともできるが、その場合、

体を作る規則には触れずに、使用頻度の高い指定詞と存在詞だけに限定して学習するという方法
を『韓国語の基礎Ⅰ』では採った。
　第２クールの主目標は、正則活用用言と および 用言に関してその活用の原理を理解するこ
ととする。週１回の授業であれば一年間での、週２回の授業であれば半年間での到達目標ということに
なる。 と 用言は変則用言であるが、実質的に１語だけであり、また使用頻度が非常に高いので、
この段階で導入することにした。また、 語幹用言は変則として扱われることが多いが、正則用言の
一種とみなしてこの段階で学習することにした。
　用言の活用を説明する方法として、現在、語幹文法と語基文法と呼ばれる２つの方法が使われている。
語幹文法とは語幹に語尾や接辞が付いて活用形が作られると考える。一方、語基文法では、語幹から作
られる語基という要素に語尾や接辞が付くと考える。どちらの方法でも結果はもちろん同じである。語
基文法は日本独自の方法で歴史が浅く、韓国ではもっぱら語幹文法で説明されている。そのため、日本
の教科書でも語幹文法を採用するものが圧倒的に多い。参考資料の教科書の中で語基文法は［２、10］
の２点だけである（ただし、語基という用語は用いていない）。しかし、『韓国語の基礎Ⅰ』と『韓国語
の基礎Ⅱ』ではあえて少数派の語基文法を採用した。その理由は、語基文法の方が明らかにわかりやす
く学習者の負担が小さいからである。語幹文法では活用形の説明をするのに語幹と語尾・接辞の両方を
変化させなければならない場合が多いのに対して、語基文法では原則として語尾は一定にして、語幹か
ら語基への変化だけで活用形を処理できる。語幹文法に慣れた教師にとっては新しい説明法を習わなけ
ればならないという負担はあるけれども、学習者の負担を軽くする点では語基文法の方が優れていると
思われる。
　なお、『韓国語の基礎Ⅰ』と『韓国語の基礎Ⅱ』では、動詞 の語基（ ）を用いて～

、～ 、～ 、～ 、～ 、～ のような形で活用形や文
法的表現の一般形を示した。これも、活用の学習をわかりやすくするための工夫である。
　第２クールでは、活用および活用に関する事項の他に、否定、指示詞、数詞（漢数詞、固有数詞）な
ども学習する。数詞の学習では乱数を読む練習を取り入れた。これは、数詞を覚えるのに予想以上の効
果がある。
　第３クール目標は、変則用言の活用と、活用の中で最も複雑な連体形を学習することに置く。この段
階が基礎韓国語の学習において最も重要である。この段階さえうまく達成できれば、あとの学習は非常
に楽になるはずである。韓国語と日本語は文構造がほとんど同じであるので、日本語話者が韓国語を学
習するときの文法に関する負担は、他の外国語を学ぶ場合に比べて非常に少ない。しかし、活用形の問
題だけは別である。活用の原理を正確に理解した上で、その知識を無意識的に使えるようになるまで繰
り返し反復練習をしなければならない。『韓国語の基礎Ⅰ』と『韓国語の基礎Ⅱ』では、用言の活用を
学ぶための練習問題を豊富に用意したが、それをさらに補うために補助教材も準備した。
　第４クールの目標は、丁寧な文体の比較的単純な構造の文でよく用いられる、補助用言や依存名詞な
どの文法要素やそれによって表される文法概念の基本を学習することである。これらの事項は文法・表
現の学習の始めから順次習うのであるが、この段階で重要なものについての学習を完成させる。これで、
週２回の授業であれば１年間で、週１回の授業であれば２年間で基礎韓国語の重要な部分の学習を終え
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ることになる。
　第５クールでは、ぞんざい体（ 体、パンマル体）の文、間接話法や間接疑問など文の埋め込み
構造などを学習する。これらは初級段階の教科書では普通扱われない事項であるけれども、実際の韓国
語では頻繁に用いられている。したがって、実際の韓国語を運用するために必要な基礎的知識として基
礎韓国語で扱うべき課題とした。パンマル体は活用が簡単であるので、余裕があれば第４クールの最後
で扱うこともできる。
　ぞんざい体も埋め込み構造も基本は活用の問題であるので、第４クールまでの学習が確実になされて
いれば、第４クールの学習内容は自習で十分に理解することもできる。
　最後に語彙の問題について触れておくと、『韓国語の基礎Ⅰ』と『韓国語の基礎Ⅱ』で使った語句の
選択に特別な基準はない。できるだけ日常的によく使われている語句を使うようにしたが、使用頻度の
高い語句のすべてが使われているわけではないし、文法の説明のために使用頻度の低い語も使わざるを
得なかった。語彙については適当な単語集などを使って自分で覚えていくべきであると考える。教科書
では語彙の負担を軽くして文構造の理解に重点を置けるように、例文、練習問題のすべてに日本語訳を
付けている。もちろん語彙の学習も重要であるので、連語単位で記憶するための補助教材を用意した。
また、第５クールで学ぶ課題として、用言の派生を取り上げた。

４．鹿児島大学の韓国語教育との関連で
　鹿児島大学のカリキュラムで本格的に韓国語を学習できるのは、１年次に開講されている「初級韓国
語Ⅰ」（前期）と「初級韓国語Ⅱ」（後期）を合わせて受講する場合である。これらの授業はそれぞれ週
２回ずつ開講されているので、１年間で基礎韓国語の第４クールまで学習でき韓国語の基本的知識は完
成できる。鹿児島大学の場合、学部・学科による初修語に関する卒業要件単位数は以下のとおりである。
歯学部はドイツ語とフランス語だけで韓国語は開講されていない。

表１　学部・学科による初修語の卒業要件単位数（平成28年度入学生共通教育履修案内より）

1期 2期 必須単位 受講可能な言語

法文学部 初級Ⅰ ２ 初級Ⅱ ２ ４ 独・仏・中・韓

教育学部（英語・国際理解教育） 初級Ⅰ ２ 初級Ⅱ ２ ４ 独・仏・中・韓

教育学部（上記を除くすべて） 初級Ⅰ ２ 初級Ⅱ ② ２ 独・仏・中・韓

医学部保健学科 初級Ⅰ ２ 初級Ⅱ ２ ４ 独・仏・中・韓

歯学部 初級Ⅰ ２ 初級Ⅱ ② ２ 独・仏

　ただ、「初級韓国語Ⅰ」「初級韓国語Ⅱ」は保健学科を除く理系の学生（医学部医学科、歯学部、共同
獣医学部、水産学部、工学部、理学部）には開講されていない。また、１年次の後期と２年次の前期に
かけて全学部の学生を対象に選択科目として開講される「韓国語入門Ⅰ」「韓国語入門Ⅱ」は週１回の
授業であるため、その履修者も第２クールまでの学習で終わる。
　韓国語に「触れる」程度の学習でも意義はあるし、文字と発音の確実な知識があり活用の原理を理解
していれば、そのあとの学習は独学でもある程度は可能である。しかし、２クール目までしか学習でき
ないけれどさらに学習を続けたい学生に対しては、何らかの措置が必要であると思われる。最も単純な
方法は、２クール目まで習った学生に「初級韓国語Ⅱ」の受講を許可することである。しかし、それも
他学部のカリキュラムとの関係で実際には困難であるかもしれない。
　また、５クール目の学習は「オープン韓国語」（平成 29 年度より中級韓国語に名称変更）の授業を利
用することになるが、それも筆者自身が担当することになれば可能であるという条件付きである。当面
は様々な制約の範囲内で基礎韓国語の構想を実践しその可能性を探ってみたいと思う。
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Ⅰ　目的
　本学の共通教育では、平成 28 年度からカリキュラムを改訂し、体育・健康科学実習は、自己管理能
力を身につけるための初年次教育科目として位置づけられ、課題の解決に向けて主体的に行動できるこ
とを教育目標とした。具体的には、生涯にわたって健康で豊かな生活を営むための基礎的知識と身体運
動を実践していく習慣を身につけることを目指しており、実習を通して学生自身が体力の現状を把握し、
今後の生活習慣の課題を見出すように指導している。さらに実習内容の充実を図るためには、授業にお
いてどのような具体的な働きかけをすれば運動・スポーツの実施頻度を高め、生涯にわたって身体運動
を実践していく能力を高められるか様々な観点から検討が必要である。
　この検討の一つとして、体育・健康科学実習の授業において 10 分程度の筋力トレーニングを毎回実
施し、自宅でも同じ筋力トレーニングを毎日実施することを働きかけ、その記録を毎回提出させること
が、学生の筋力向上や筋力向上の実感および実施記録カードの有効感にどのように影響するか調査した

（福満ら 2014）。その結果、対象とした男子学生では、筋力トレーニングを継続的に授業へ導入したク
ラスの方が導入しなかったクラスより腹筋群の向上がみられ、学生の筋力向上の実感や実施記録カード
が役立ったという有効感を得ることができた。さらに、 自宅でのトレーニング実施回数が多かった学生
には、腹筋群と背筋群および下肢筋群に筋力向上がみられ、継続的な筋力トレーニングの授業へ導入が、
学生の主体的な運動実践に影響したことが伺えられる。
　しかしながら、これらは、単年度の男子学生のみの調査結果であることから、継続した調査と女子学
生における効果についても検討する必要があると考えられる。
　そこで、本研究では、引き続き体育・健康科学実習において筋力トレーニングを授業へ導入し、自宅
での実施記録を提出させることが、男子学生および女子学生の筋力向上や筋力向上の実感および実施記
録カードの有効感にどのように影響するか、また男子学生と女子学生の効果の違いについて明らかにし
て、今後の授業プログラムの開発のための基礎資料を得ることを目的とした。

Ⅱ　研究方法
１．調査対象と筋力トレーニングの内容と実施方法について
　調査は、体育・健康科学実習Ⅰを H26 年度後期に受講した男子学生（31 名）と女子学生（25 名）お
よび H27 年度前期に受講した女子学生（19 名）対象とした。筋力トレーニングは、H25 後期男子学
生と同様の 5 種類のレジスタンス運動を導入した。実施方法は、H26 後期が 4 回目から 14 回目まで、
H27 前期が２回目から 14 回目までの授業の初めに 10 分程度の筋力トレーニングを実施した。なお、３
クラスとも同じ教員が担当し、授業内容および調査の実施方法は同じであった。

２．調査内容と調査期間
　⑴�　体力測定の項目：左右の平均握力（筋力の測定）、上体起こし（体幹筋屈曲群の筋力と筋持久性

の評価）、反復横とび（敏捷性の測定）、立ち幅とび（跳力の測定）、背筋力（筋力の測定）、背筋
力指数の 6 項目を授業の前半（H26 後期：10.7、10.21、H27 前期：4.16、4.23）と 15 回目（後期：
H27.1.20、前期：H27.7.30）に行って変化を比較した。

　⑵�　レジスタンス運動の実施記録：授業後に実施記録カードを配布し、次の授業までの 6 日間に自宅
で実施したレジスタンス運動を日毎に○印を記入させ、次の授業時に提出させ、週に実施した回数

授業における継続的な筋力トレーニングの導入が
学生の意識や筋力向上に及ぼす影響その２

―継続的検討と男子学生と女子学生の比較について―
教育学部　准教授　福満博隆、教授　末吉靖宏、教授　飯干　明、

准教授　石走知子、教授　橋口　知、教授　長岡良治
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を記録した。（後期：H26.10.22 ～ H27.1.19 の 13 週分、前期：H27.4.24 ～ H27.7.29 の 14 週分）
　⑶　筋力トレーニングに関する意識調査 2 項目：15 回目の授業の中で行った。 

Ⅲ　分析方法
　H26 後期男子学生と女子学生および H27 前期女子学生の筋力向上は、授業前半と授業最終回に行っ
た体力測定の平均値の差を求め、比較検討し考察を重ねた。また、筋力トレーニングに関する意識につ
いてクロス集計を実施して考察を重ねた。また、レジスタンス運動の実施記録カードを集計して、自宅
でのトレーニングの実施状況を調査し、実施回数が多い群と少ない群に分けて、自宅での筋力トレーニ
ングの実施が筋力向上に及ぼす影響について比較検討し考察を重ねた。統計処理には統計解析用プログ
ラム SPSS statistics 19 を用い、平均値の差にはＴ検定を行い、クロス集計にはカイ２乗検定を行った。

Ⅳ　結果・考察
１．体力測定の平均値の変化
　体力測定の平均値の変化をみると、H26 後期
男子学生 （表 1 － 1）では、反復横とび（P<0.05）
と背筋力指数（P<0.05）において、授業最終回
に行った測定結果の方が有意に高く、平均握
力（P<0.05）と立ち幅とび（P<0.001）におい
て、授業最終回に行った測定結果の方が有意に
低かった。H26 後期女子学生（表 1 － 2）では、
反復横とび（P<0.05）において、授業最終回に
行った測定結果の方が有意に高く、立ち幅とび

（P<0.01）において、授業最終回に行った測定
結果の方が有意に低かった。H27 前期女子学生

（表 1 － 3）では、反復横とび（P<0.001）、立
ち幅とび（P<0.05）、背筋力および背筋力指数

（P<0.05）において、授業最終回に行った測定
結果の方が有意に高かった。前回とこれらの結
果から、平均握力では、今回の H26 後期、H27
前期の学生および前回の H25 後期男子学生に
おいても筋力の向上がみられておらず、トレー
ニングの影響がなかったと推察される。上体起
こしでは、H25 後期男子学生には、体幹筋屈曲
群の筋力と筋持久性の向上がみられていたが、
H26 後期、H27 前期の学生には筋力の向上がみ
られておらず、トレーニングの影響がなかった
と推察される。反復横とびでは、H26、H27 の
学生に敏捷性の向上がみられ、下肢筋群の筋力の向上にトレーニングの効果があったことがうかがえる。
立ち幅とびでは、H26 後期男子および女子学生に跳力の低下がみられ、H27 前期女子学生に跳力の向上
がみられたことより、測定時の気温が暖かい環境の方がトレーニングの効果があると推察される。背筋
力および背筋力指数では、H25 後期および H26 後期男子学生と H27 前期女子学生に背筋群の筋力の向
上がみられ、トレーニングの効果があったと推察される。
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２．筋力トレーニングに関する意識調査について
　⑴�　レジスタンス運動が筋力向上に影響したという実感について
　　�　授業に導入したレジスタンス運動が筋力向上に影響したという実感について（表 2）男女間およ

び実施年度間に有意差がみられた（P<0.001）。H26 後期男子学生では、とても役に立ったおよび少
し役に立ったと思った学生が 9 割以上を占
め、H25 後期男子学生と同様であった。一
方、H26 後期女子学生では、少し役に立っ
たと思った学生が６割に対して、どちらと
もいえない学生が２割程度を占めていた。
H27 前期女子学生では、とても役に立った
と思った学生が 4 割近くおり、少し役立っ
たと思った学生を含めると 9 割を占めてい
た。これらのことから男子学生は、実際の筋力の向上にかかわらず、筋力トレーニングの授業への
導入が筋力向上の実感に影響すると考えられる。女子学生は、筋力トレーニングの授業への導入だ
けではなく、実際の筋力の向上が筋力向上の実感に反映すると考えられる。

　
　⑵�　レジスタンス運動の実施記録カードの有効感について
　　�　自宅で筋力トレーニングを継続的に実施するための実施記録カードの有効感について（表 3）男

女間および実施年度間に有意差はみられなかった。とても役に立ったと思った学生は 1 割程度で
あったが、少し役に立ったと思った学生を
含めると 7 割が、実施記録カードがレジス
タンス運動の継続に役立ったと感じてお
り、多くの学生が実施記録カードに対して
有効感を感じると推察される。8 割以上が
役立ったと感じていた H25 後期男子学生
に比較すると有効感がやや低かったこと
は、実際の筋力向上や自宅で筋力トレーニ
ングの実施率が低かったことに起因すると
考えられる。

３．筋力トレーニングの実施状況について
　レジスタンス運動の実施記録カードの未提出があった学生と運動部等に所属してその練習が忙しいと
いう理由で実施回数が少なかった学生を除くと H26 後期男子学生は 22 名で、1 種目あたりの週平均実
施回数の平均値が 1.83 回（図 1）、H26 後期女子学生は 25 名で、週平均実施回数の平均値が 1.46 回（図 2）、
H27 前期女子学生は 15 名で、週平均実施回数の平均値が 1.9 回（図 3）であった。週平均実施回数が 2.52
回であった H25 後期男子学生に比較すると H26 と H27 の学生の自宅でのトレーニング実施率が全体的
に低かったことがうかがえる。また、女子学生の方が実施率の低い学生が多い傾向がみられる。そこで、
自宅でのトレーニングの実施の状況から筋力向上の効果について比較するために、週平均実施回数が 2
回以上の学生をトレーニング実施回数の多い群、2 回未満の学生を実施回数の少ない群の 2 群に分けて
検討することにした。
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４．自宅での継続的な実施による筋力向上の効果について

　H26 後期男子学生（表 4 － 1）では、自宅での
継続的なトレーニング実施回数が多い群の上体
おこし（P<0.05）において授業最終回に行った
測定結果の方が有意に高かった。実施回数が少
ない群の反復横とび（P<0.05）と背筋力および
背筋力指数（P<0.001）において、授業最終回に
行った測定結果の方が有意に高かったが、平均
握力（P<0.05）と立ち幅とび（P<0.05）において
は、有意に低かった。したがって、実施回数が多
い群は、少ない群より上体起こしによって評価す
る体幹筋屈曲群の筋力と筋持久性の向上がみられ
たと推察される。H25 後期男子学生の実施回数が
多い群でも同じ傾向がみられ、腹筋群の筋力向上
に自宅での継続的なトレーニングの効果がみられ
るためには、１種目当たり週平均で 2 回以上の実
施が必要であると推察される。H26 後期女子学生

（表 4 － 2）では、実施回数が多い群の反復横と
び（P<0.05）において、授業最終回に行った測定
結果の方が有意に高く、実施回数が少ない群の立
ち幅とび（P<0.01）において、授業最終回に行っ
た測定結果の方が有意に低く、両群の間に筋力向
上の差がみられなかった。これは、H26 後期女子
学生の平均実施回数の平均値が 1.46 回と自宅で
の継続的なトレーニング実施率が全体的に低かっ
たことに起因すると考えられる。H27 前期女子
学生（表 4 － 3）では、実施回数が多い群の上体
起こし（P<0.01）、立ち幅とび（P<0.05）におい
て、授業最終回に行った測定結果の方が有意に高
かった。また、反復横とびは、実施回数が多い群

（P<0.05）と実施回数の少ない群（P<0.05）のど
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ちらも、授業最終回に行った測定結果の方が有意に高かった。したがって、トレーニング実施回数が多
い群は、少ない群より上体起こしによって評価する体幹筋屈曲群の筋力と筋持久性の向上と立ち幅とび
の跳力を支える下肢筋群の筋力の向上がみられ、腹筋群と下肢筋群の筋力向上を目的としたレジスタン
ス運動を自宅でも継続的に実施した効果がみられたと推察される。また、実施回数が多い群は、週平均
実施回数が 2 回以上であったことから、女子学生においても、自宅での継続的なトレーニングの効果が
みられるためには、１種目当たり週平均で 2 回以上の実施が必要であると推察される。

Ⅴ　まとめ
　本研究では、体育・健康科学実習において継続的な筋力トレーニングを授業へ導入し、自宅での実施
記録を提出させることが、男子学生および女子学生の筋力向上や筋力向上の実感および実施記録カード
の有効感にどのように影響するか、また男子学生と女子学生の効果の違いについて明らかにして、今後
の授業プログラムの開発のための基礎資料を得ることを目的とした。その結果、体幹筋屈曲群の筋力と
筋持久性（H25 後期男子学生の上体起こし）、敏捷性（H26 後期の男女学生と H27 前期女子学生の反復
横とび）、跳力を支える下肢筋群の筋力（H27 前期女子学生の立ち幅とび）、背筋群の筋力（H25 および
H26 後期男子学生と H27 前期女子学生の背筋力および背筋力指数）の向上がみられたことから、授業
において 10 分程度の筋力トレーニングを毎時間行うことは、男女ともに学生の筋力の向上に影響する
ことが推察された。また、跳力の向上が前期受講の学生のみにみられたことより、測定時の気温が暖か
い環境の方がトレーニングの効果があると推察された。男子学生は、実際の筋力の向上にかかわらず、
筋力トレーニングの授業への導入が筋力向上を実感していたが、女子学生は、実際の筋力の向上がみら
れないと筋力向上の実感に反映しない傾向がみられた。男女ともに実際の筋力向上がみられた学生や自
宅での筋力トレーニングの実施が多い学生には、筋力トレーニングの実施記録カードの有効感があった
と推察され、自宅で筋力トレーニングを継続して実施する際に役立ったと考えられる。自宅でのトレー
ニング実施率は、受講年度で差がみられ、女子学生の方が実施率の低い学生が多い傾向がみられた。自
宅での継続的なトレーニングの効果については、男女ともに実施回数が多いほど、体幹筋屈曲群の筋力
と筋持久性の向上がみられると推察され、１種目当たり週平均で 2 回以上の実施が必要であると推察さ
れた。また、前期受講の女子学生では、実施回数が多いほど、跳力を支える下肢筋群の筋力の向上がみ
られると推察された。
　以上の結果から継続的な筋力トレーニングの授業へ導入は、運動・スポーツの実施頻度を高め、生涯
にわたって身体運動を実践していく能力を高める可能性があると考えられ、授業プログラム開発の教材
の一つとして検討していく必要があると思われる。課題として、自宅の筋力トレーニング実施率を高め
るための指導方法や筋力トレーニングの実施記録カードの記入方法についても今後検討していく必要が
あろう。

参考文献
１�）福満博隆、末吉靖宏、飯干　明、石走知子、橋口　知、長岡良治、徳田修司（2013）鹿児島大学入

学生の学部ごとの運動・スポーツの実施状況と体力測定の結果について、鹿児島大学教育センター年
報、第 10 号、28-32.

２�）福満博隆、末吉靖宏、飯干　明、石走知子、橋口　知、長岡良治（2014）授業における継続的な筋
力トレーニングの導入が学生の意識や筋力向上に及ぼす影響、鹿児島大学教育センター年報、第 11 号、
47-50.

３�）福満博隆、末吉靖宏、飯干　明、石走知子、橋口　知、長岡良治（2015）鹿児島大学入学生の学部
ごとの運動部・スポーツクラブ所属状況及び運動・スポーツ実施状況と体力の現状との関係に関する
研究、鹿児島大学教育センター年報、第 12 号、38-43.
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平成 28 年度入学者を見ると 2,031 人のうちの、877 人が地元出身者となり、全体を占める割合は 43.4％
に下がっています。この５年間に 144 人、毎年約 30 人弱が減少している計算になります。

　地元出身者が年々減少するのは、18 歳人口の自然減という要素も当然あります。表２に示していま
すように、鹿児島県における平成 23 年の 18 歳人口は 19,013 人で、平成 28 年には 16,724 人となり、2,289
人の減少となっています。18 歳人口のうち、どれ位の割合が大学に進学するかというと、リクルート
進学総研の「マーケットレポート 2014」からのデータを元に、鹿児島県の平成 22 年度から平成 25 年
度の４年間の平均値を試算すると、大学進学率が 29.9％、地元残留率（大学進学者数のうち地元の大学
等に進学した割合）が 33.8％で、表２の大学進学者数、地元残留者数となります。この地元残留者数を、
鹿児島県内の大学・短大で、学生を確保し合う状況になる訳です。

　地元残留者の奪い合いに加え、他県からの浸食もあります。表１で示した地元入学者数が減っている
背景の一つに、本学に入学する鹿児島県内の高校の占有率の低下も挙げられます。表３に示すように、
全高校数に占める鹿児島県内の高校の割合が平成 23 年に比べ 2.8％減、更に高校数では９校減となって
います。上位 10 校から 30 校の高校数をみると、特に上位 30 校の高校数の低下が大きくなっています。
これは軽々には結論付けられないのですが、鹿児島県内高校の学力低下（または、鹿児島県の高校の学
力は変わらないが、他県の学力が伸び、結果的に競争に負けている？）の可能性も否定できません。

表２　鹿児島県における大学進学者数等

18歳人口 高校卒業者数 大学進学者数 地元残留者数

平成23年 19,013人 17,007人 5,195人 1,792人

平成28年 16,724人 14,928人 4,463人 1,508人

増減数 △ 2,289人 △ 2,079人 △ 732人 △ 284人

注：平成 28 年度の大学進学者数及び地元残留者数は、大学進学率 29.9％、地元残留率 33.8％で試算

表３　鹿児島県高校の鹿児島大学に占める割合

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 増　減

全高校数 428 423 456 482 446 453 25

　うち鹿県高校数 61 59 58 61 54 52 △ 9

　　　鹿県占有率 14.3% 13.9% 12.7% 12.7% 12.1% 11.5% △ 2.8%

上位10位校数 10 10 10 10 10 11 1

　うち鹿県高校数 10 10 9 8 9 9 △ 1

　　　鹿県占有率 100.0% 100.0% 90.0% 80.0% 90.0% 81.8% △18.2%

上位20位校数 20 20 21 20 20 20 0

　うち鹿県高校数 16 17 16 14 14 14 △ 2

　　　鹿県占有率 80.0% 85.0% 76.2% 70.0% 70.0% 70.0% △10%

上位30位校数 32 30 30 35 32 30 △ 2

　うち鹿県高校数 22 20 18 23 19 17 △ 5

　　　鹿県占有率 68.8% 66.7% 60.0% 65.7% 59.4% 56.7% △ 12.1%

（注）増減欄は、平成 23 年と平成 28 年の差を示す。
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　大学進学者数のうち地元残留率が 33.8％ということは、66.2％の高校生が他県に進学していることに
なります。平成 28 年でいうと大学進学者数 4,463 人のうち 2,955 人が他県に流出している計算になりま
す。本学への地元志願者数も 18 歳人口の自然減もありますが、表１のように平成 25 年度に 50％を割
り込み、平成 28 年度には 47.7％まで低下しています。地元志願者数が増えないことには、地元出身入
学者も増えない訳で、地元就職率 50％達成は覚束きません。なんとしてもこの状況を解消する必要が
あるのです。
　志願者数の増加を図るには、何が必要なのでしょうか？一つのヒントとして、３年間連続で志願者日
本一を達成した近畿大学の取組みです。これまで、志願者数日本一といえば明治大学や早稲田大学など
の有名私立大学でしたが、近畿大学が平成 26 年度一般入試で 10 万 5,890 人を達成し、初の日本一に輝
いたのです。その後も 11 万 3,704 人、11 万 9,915 人と３年連続となっています。近畿大学の躍進の要
因は何なのでしょうか？
　近畿大学のホームページに、躍進の要因が掲載されていますので、簡単にご紹介します。
　①メディアへの露出の増加　～養殖魚専門料理店「近畿大学水産研究所」オープン～
　②「近大エコ出願」による広報効果　～全国初の出願完全インターネット化～
　③女子志願者数の増加　～女子学生を意識したキャンパス整備の推進～
　④景気改善による文系学部の復活
　⑤国際学部の開設やキャンパスの大規模整備が期待感を醸成
と、平成 26 年度から 28 年度までの要因をまとめてみましたが、④は景気によるものとの見方なのでこ
れは除くとしても、本学に欠けているもの（できていないもの）が
躍進に繋がっているのです。
　改めて①から⑤までの要因を鹿児島大学に当てはめて見たとき
に、残念ながら「大学の売り」が見当たりません。広報一つとって
も、このポスターを鹿児島大学が作れるでしょうか？近畿大学の広
報は、広告のプロがやっている訳ではなく、大学職員の素人集団が
キャッチコピーから全て自分達で作っているのです。正に「固定概
念を、ぶっ壊す。」ことが国立大学も求められているのではないか
と感じざるを得ません。ちなみに固定概念は造語で、固定観念と既
成概念を合わせたものだそうです。NHK に COOL JAPAN と言う
外国向けの番組がありますが、日本人には日常見慣れてなんでもな
いことが、外国人の目からすると素晴らしいと感動する事柄が沢山
でてきます。これと同じで、本学においても日常に埋もれているコ
ンテンツが、実は素晴らしい取組であったりするわけで、もう一度
足下を見直すことが必要でしょう。
　また、近畿大学の派手な入学式の模様がニュースにもなりますが、関西地区では、近畿大は「産近甲
龍」という「関関同立」に次ぐグループに区分され、どうしても入学生のモチベーションが上がらない
という事情があるのも事実で、これを解消するために入学の時点から「あなたは近畿大学の一員ですよ。」
という帰属意識を醸成する工夫でもあると思います。入学式では、ＯＢでミュージシャンの『つんく♂』
さんの登場には驚かされました。喉頭ガンで声を失われたにもかかわらず、新入生に素晴らしいメッセー
ジをプレゼントされました。この入学式には賛否両論ありますが、大学の事情により様々な入学式があっ
てもいいのではないでしょうか？これも学生ファーストの一つの取組みです。
　これらの近畿大学の取組が、そのまま本学に当てはまるとは思いませんが、考え方など参考にはなる
と思います。
　では、鹿児島大学では何ができるのでしょうか？広報の充実や「大学の売り」を発掘することももち
ろん大事ですが、先ずは、ベースとしての教育の充実です。学士の質の保証を前提とした、進取の精神
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を身につけた立派な学生を育てることが第一です。そのためには、教育システムや教育方法の改善とし
て、完全クオーター制の実施、アクティブ・ラーニング授業の充実、ポートフォリオの活用による教育
支援、コアカリキュラムへの移行、地域人材育成のための鹿大プラットフォームの導入、ギャップイヤー
の導入、海外研修の充実など、教育改革を積極的に推進することが必要です。
　学生支援では、学生が安心して大学生活を送れるよう大学独自の奨学金、学生相談体制や正課外活動
の充実などのソフト面、ハード面としては、志願者がこの大学で学びたいと思わせるような施設・設備
が大事で、中央食堂の改修、女性対応（トイレなど）施設の整備や学生寮（教育寮的な位置づけや留学
生との混住）の整備など、福利厚生施設の充実が必要です。そのためには、財政的にも選択と集中を図
るとともに、進取の精神支援基金等を活用した支援の充実が求められるでしょう。いかにして魅力ある
大学を創るかです。
　国立大学という名のもとに胡座をかいている場合ではなくなった今、第３期中期目標・中期計画期間
中、地域に根ざし、地域と共に生き、地域活性化の中核的拠点としての大学を目指して、大学のベクト
ルをこの一点に向け、学長を先頭に教職員一丸となって取り組むことが求められていると思います。
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　私は２年生の時に教育センター長賞を頂きましたが、正直に言うと、「どうして私が？」と、とても
驚きました。特別な勉強法を試したわけでもないのに、このような賞を頂くことができたということに
驚いたのです。教育センター長賞は、主に共通教育の成績を基にしているということですが、共通教育
の大半は１年生の時に履修していたので、当時の心境や学習に対する姿勢、共通教育を通して感じたこ
となどを、改めて見つめ直してみたいと思います。
　１年生の頃、時間割を作成するために先生方から説明を受け、大学の単位の取り方を知りました。そ
の時、「共通教育」というものの存在を、恥ずかしながら初めて知ったのですが、それまで私は、大学
では専門分野だけを学べると思っていたので、苦手な分野の講義も履修しなければならないということ
に不安を抱いてしまいました。初めは、大学の講義内容や成績評価の方法が高校のものとどのように異
なるかも分かっていなかったので、試験は大丈夫だろうか、単位は取れるだろうか、と心配したことを
覚えています。
　しかし、高校とは違い、大学では自分で授業を選択することができます。苦手な分野の講義を受けな
ければならないとはいえ、自ら選択する自由があるということは良いことだと思います。選択肢が多かっ
たため、苦手な分野の講義の中にも面白そうだと感じるものがいくつかあり、それらの中から履修する
講義を決めました。自分の興味に基づいて選んだので、楽しく授業を受け、課題や試験にも真面目に取
り組むことができました。こうした経験から、苦手な分野の講義の中にも、自分が楽しんで受けられる
ようなものを見つけられれば苦にはならないということが分かりました。これは、高校の授業ではでき
ない発見だったと思います。
　次に、どのように学習に取り組んでいたかということについて、振り返ってみたいと思います。大学
の成績評価の方法は高校とは異なり、講義によって様々です。高校では、試験や課題提出が主な評価方
法でしたが、大学では、期末試験のみで評価する講義、課題提出や期末試験だけでなく小テストも数回
行われ、レポート提出も求められる講義、グループワークや発表で評価する講義など、講義によって評
価方法が異なるので、学習方法も講義によって変わります。
　中でも一番苦労したのは、英語と第２外国語の勉強でした。予習が必要なのは高校と変わりませんで
したが、英語はよりレベルが高くなり、第２外国語は一から習得する難しさに加えて、小テストや音読
テストなどが頻繁に行われ、提出する課題も多かったので、慣れるまでにかなり時間がかかりました。
振り返ってみると、大変だったなあ、と感じる一方、それでもやはり、楽しみながら学習できていたこ
とに気づきました。英語は必修だったので、自分で選択したわけではありませんが、苦手な分野の中に
も興味を見出だせたのと同じように、勉強が大変な授業の中にも楽しさを見出だすことができたから、
途中で投げ出したり、ついていけなくなったりしなかったのだと思います。
　例えば、英語の長文を読む時は、教材として見るのではなく、異国の小説を読むような感覚で物語を
楽しみ、英作文は、授業内で示された解答をノートにただ写すのではなく、自分で考えて書いたものを
授業後に先生に添削してもらうことで受け身にならないようにし、できるだけ自分で解いたという感覚
を大切にして、達成感を楽しみました。これは他の講義においても同じで、異文化理解について学んだ
際は、他国と日本との相違点ではなく共通点を重視することで、遠い国が意外と身近に感じられて面白
いな、と思いました。
　試験は大丈夫だろうか、単位は取れるだろうか、と成績のことだけを考えて悩んでいた時は、苦しさ
しか感じていませんでしたが、楽しみながら学ぼうと考えると、予習や課題の量が多くても、試験勉強
が深夜にまで及んでも、その大変さや苦労さえ、楽しいと感じることができるようになりました。楽し
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んで勉強していたら、結果は自然とついてくるのかもしれません。
　３年生になった今は、自分の学科の専門分野の講義を中心に受けています。今でも、「楽しみながら
学ぶ」という姿勢で学習に取り組んでおり、自分の興味のあることについて深く知ることができる楽し
さや、知識の幅が広がる喜びを感じています。単位が取りやすいから、という理由で講義を選んだり、
親や先生から強制されて嫌々勉強したりしても、数年も経たないうちにすぐに忘れてしまって、学んだ
ことは何も残らないだろうと思います。それでは学校に通う意味がありません。せっかく学ぶ機会があ
るのだから、学習を楽しまなければ損だと思います。
　また、１年生の時に共通教育の講義で学んだ内容が、その後の専門分野の講義でも取り上げられるこ
とが度々あります。一見、何の関連性もないように思われる講義でも、同じ内容が話題に上ることがあ
るので、そういう時は、「２つの講義が繋がった！」と１人で勝手に感動してしまいます。「あ、あの時
の…」と、１年生の頃の授業内容を思い出すと同時に、楽しみながら机に向かって授業を聞いている自
分の姿と、教室の窓から入り込む風の匂いまでもが鮮明に浮かび上がってきて、初心を忘れないように
しよう、と思わせてくれるのです。


































































